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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複合材積層構造を形成する方法であって、
　ポリウレタンおよびエポキシを含むポリマ樹脂を混合するステップであって、前記エポ
キシが、塗布温度で前記ポリウレタンよりも高い粘度を有し、塗布する前に前記ポリマ樹
脂が前記塗布温度で約３００センチポアズ以下の粘度を有する、ステップと、
　前記ポリマ樹脂を、周囲温度とポリマ樹脂の成分の硬化温度との間の前記塗布温度にて
加熱および維持するステップと、
　前記ポリマ樹脂を繊維シートに塗布するステップと、
　対応するセル壁により少なくとも部分的に画定される複数のセルを含むコア上に、前記
繊維シートを、前記複数のセルの少なくとも一部にまたがって延在するように位置付ける
ステップであって、前記繊維シートがその上に塗布されたポリマ樹脂を含むステップと、
　位置付けの後に、前記繊維シートに塗布された前記ポリマ樹脂を硬化させるステップと
、
　を含むことを特徴とする、方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の方法であって、ポリマ樹脂を前記塗布温度にて加熱および維持するス
テップが、
　前記ポリマ樹脂を容器の中に設置すること、および
　加熱した流体を収容する圧力容器の中に前記容器を設置することを含み、前記流体が前
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記塗布温度にて維持されることを特徴とする、方法。
【請求項３】
　請求項１から２のいずれか１項に記載の方法であって、前記ポリマ樹脂を混合するステ
ップが、熱可塑物を前記ポリマ樹脂の中へ混合することを含むことを特徴とする、方法。
【請求項４】
　請求項１から３のいずれか１項に記載の方法であって、前記ポリマ樹脂が、硬化の間に
約３％以下の収縮率を有することを特徴とする、方法。
【請求項５】
　請求項１から４のいずれか１項に記載の方法であって、前記エポキシの量が、前記ポリ
マ樹脂の約４０体積％未満であることを特徴とする、方法。
【請求項６】
　請求項１から５のいずれか１項に記載の方法であって、前記ポリマ樹脂を混合するステ
ップが、硬化剤またはハードナを前記ポリマ樹脂の中へ混合することを含むことを特徴と
する、方法。
【請求項７】
　請求項６に記載の方法であって、前記ハードナが、約７０℃にて硬化開始するように構
成されることを特徴とする、方法。
【請求項８】
　請求項１から７のいずれか１項に記載の方法であって、前記ポリウレタンおよび前記エ
ポキシが、ほぼ同一の硬化時間を示すことを特徴とする、方法。
【請求項９】
　請求項１から８のいずれか１項に記載の方法であって、前記ポリマ樹脂を混合するステ
ップが、少なくとも１つの第ＶＩＩＩ族金属材料を前記ポリマ樹脂の中へ混合することを
含み、前記少なくとも１つの第ＶＩＩＩ族金属材料が、コバルト、鉄、ニッケル、または
フェライトのうちの１つ以上の合金を含むことを特徴とする、方法。
【請求項１０】
　請求項９に記載の方法であって、前記ポリマ樹脂が、約５体積％未満の前記少なくとも
１つの第ＶＩＩＩ族金属材料を含むことを特徴とする、方法。
【請求項１１】
　請求項１から１０のいずれか１項に記載の方法であって、前記ポリマ樹脂が、炭酸カル
シウム、シリカ、またはアルミナのうちの１つ以上を含むフィラー材料を含むことを特徴
とする、方法。
【請求項１２】
　請求項１に記載の方法であって、
　前記ポリマ樹脂が、約１０体積％～約３５体積％のエポキシを含み、
　前記ポリマ樹脂を混合するステップが、硬化剤もしくはハードナ、熱可塑物、少なくと
も１つの第ＶＩＩＩ族金属合金、またはフィラー材料のうちの１つ以上を、塗布前の前記
ポリマ樹脂の中へ混合することをさらに含むことを特徴とする、方法。
【請求項１３】
　請求項１から１２のいずれか１項に記載の方法であって、前記ポリマ樹脂を塗布するス
テップが、前記ポリマ樹脂を約９０ｐｓｉ未満の圧力にて前記繊維シートに吹き付けるこ
とを含むことを特徴とする、方法。
【請求項１４】
　請求項１から１２のいずれか１項に記載の方法であって、前記ポリマ樹脂を塗布するス
テップが、前記ポリマ樹脂を前記繊維シートに手動で散布することを含むことを特徴とす
る、方法。
【請求項１５】
　請求項１から１４のいずれか１項に記載の方法であって、前記ポリマ樹脂を混合するス
テップが、前記ポリマ樹脂をその場で成形型の中で混合することを含むことを特徴とする
、方法。
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【請求項１６】
　請求項１５に記載の方法であって、前記ポリマ樹脂をその場で成形型の中で混合するス
テップが、
　前記繊維シートに、前記ポリマ樹脂の前記ポリウレタンを塗布し、前記ポリマ樹脂の前
記エポキシを塗布することと、
　前記ポリマ樹脂を前記塗布温度にて加熱および維持するアクトの間に、前記ポリウレタ
ンおよび前記エポキシを互いに接触させることと、
　を含むことを特徴とする、方法。
【請求項１７】
　請求項１から１４のいずれか１項に記載の方法であって、前記ポリマ樹脂を混合するス
テップが、前記ポリマ樹脂を塗布する前に前記ポリマ樹脂を混合することを含むことを特
徴とする、方法。
【請求項１８】
　複合材積層構造を形成する方法であって、
　容器の中に、ポリウレタンおよびエポキシを含むポリマ樹脂であって、前記エポキシが
前記ポリマ樹脂の約１０体積％～約３５体積％であるポリマ樹脂を設置するステップと、
　前記容器の中で、前記ポリマ樹脂および前記ポリマ樹脂を第１の温度にて硬化させるよ
うに構成されたハードナを周囲温度にて混合するステップと、
　流体を収容する圧力容器の中に前記容器を設置するステップと、
　前記ポリマ樹脂に約３００センチポアズ以下の粘度を示させるのに十分な前記第１の温
度と前記周囲温度との間の塗布温度にて前記ポリマ樹脂を加熱および維持するステップで
あって、前記流体が前記塗布温度で維持されるステップと、
　前記ポリマ樹脂を炭素繊維シートに塗布するステップであって、前記炭素繊維シートが
その上に塗布されたポリマ樹脂を含むステップと、
　対応するセル壁により少なくとも部分的に画定される複数のセルを含むコア上に、前記
炭素繊維シートを位置付けるステップと、
　を含むことを特徴とする、方法。
【請求項１９】
　請求項１８に記載の方法であって、
　前記ポリマ樹脂を追加の炭素繊維シートに塗布するステップと、
　前記追加の炭素繊維シートを前記炭素繊維シートに対向する側面の前記コア上に位置付
けるステップと、
　をさらに含むことを特徴とする、方法。
【請求項２０】
　請求項１８に記載の方法であって、
　前記ポリマ樹脂を追加の炭素繊維シートに塗布するステップと、
　前記追加の炭素繊維シートを前記炭素繊維シート上に位置付けるステップと、
　をさらに含むことを特徴とする、方法。
【請求項２１】
　請求項１８から２０のいずれか１項に記載の方法であって、前記ポリマ樹脂を塗布する
ステップが、前記ポリマ樹脂を約９０ｐｓｉ未満の圧力にて吹き付けることを含むことを
特徴とする、方法。
【請求項２２】
　請求項２１に記載の方法であって、前記圧力が、約７０ｐｓｉであることを特徴とする
、方法。
【請求項２３】
　請求項１８から２２のいずれか１項に記載の方法であって、前記第１の温度が、約７０
℃であり、前記塗布温度が、約５０℃であることを特徴とする、方法。
【請求項２４】
　請求項１８から２０のいずれか１項に記載の方法であって、前記ポリマ樹脂を塗布する
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ステップが、前記ポリマ樹脂を手動で散布することを含むことを特徴とする、方法。
【請求項２５】
　請求項１８から２４のいずれか１項に記載の方法であって、前記塗布されたポリマ樹脂
を約１２０℃にて約５分間硬化させるステップをさらに含むことを特徴とする、方法。
【請求項２６】
　請求項２５に記載の方法であって、前記塗布されたポリマ樹脂を硬化させるステップが
、成形型の中で行われることを特徴とする、方法。
【請求項２７】
　請求項１８から２６のいずれか１項に記載の方法であって、フィラー材料を前記ポリマ
樹脂と混合するステップをさらに含み、前記フィラー材料が、炭酸カルシウム、シリカ、
およびまたはアルミナのうちの１つ以上を含むことを特徴とする、方法。
【請求項２８】
　請求項２７に記載の方法であって、前記ポリマ樹脂が、硬化の間に３％以下の収縮率を
示すことを特徴とする、方法。
【請求項２９】
　請求項１８から２８のいずれか１項に記載の方法であって、前記ポリマ樹脂が、コバル
ト、鉄、ニッケル、およびフェライトからなる群から選択される少なくとも１つの第ＶＩ
ＩＩ族金属材料を含むことを特徴とする、方法。
【請求項３０】
　請求項２９に記載の方法であって、前記ポリマ樹脂が、５体積％未満の前記少なくとも
１つの第ＶＩＩＩ族金属材料を含むことを特徴とする、方法。
【請求項３１】
　請求項１８から３０のいずれか１項に記載の方法であって、前記エポキシが、前記ポリ
マ樹脂の約２５体積％～約３５体積％であることを特徴とする、方法。
【請求項３２】
　対応するセル壁により少なくとも部分的に画定され、さらに実質的に対向する開放端を
画定する複数のセルを含み、前記複数のセルは実質的に平行に配置される、少なくとも１
つのコアであって、前記複数のセルの前記対向する開放端によって少なくとも部分的に画
定される第１の端および第２の端を有する少なくとも１つのコアと、
　前記コアの前記第１の端に付着した１つ以上の第１の複合材積層と、
　前記コアの開放された前記第２の端に付着した１つ以上の第２の複合材積層と、
　を含み、
　前記１つ以上の第１および前記１つ以上の第２の複合材積層の各々が、ポリウレタンお
よびエポキシを含む硬化したポリマ樹脂を有し、前記エポキシが、前記ポリマ樹脂の約５
体積％～約４０体積％であり、
　前記コアの前記第１の端および前記第２の端において前記複数のセルの前記開放端の中
に少なくとも部分的に浸透された前記１つ以上の第１の複合材積層および前記１つ以上の
第２の複合材積層において前記硬化したポリマ樹脂から得られる、硬化したポリマ樹脂発
泡体であって、前記硬化したポリマ樹脂発泡体は、前記コアの前記第１の端および第２の
端と前記第１および第２の複合材積層との間の付着を与えることを特徴とする、複合材積
層構造。
【請求項３３】
　請求項３２に記載の複合材積層構造であって、前記硬化したポリマ樹脂が、未硬化状態
から約３％未満の収縮率を示すことを特徴とする、複合材積層構造。
【請求項３４】
　請求項３３に記載の複合材積層構造であって、前記複合材積層の１つ以上の前記ポリマ
樹脂が、炭酸カルシウム、シリカ、またはアルミナのうちの１つ以上を含むフィラー材料
を含むことを特徴とする、複合材積層構造。
【請求項３５】
　請求項３２から３４のいずれか１項に記載の複合材積層構造であって、前記１つ以上の
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第１または１つ以上の第２の複合材積層のうちの１つ以上が、２つ以上の複合材積層を含
むことを特徴とする、複合材積層構造。
【請求項３６】
　請求項３２から３５のいずれか１項に記載の複合材積層構造であって、前記１つ以上の
第１の複合材積層および前記１つ以上の第２の複合材積層の間に、板紙またはカードボー
ドのうちの１つ以上をさらに含むことを特徴とする、複合材積層構造。
【請求項３７】
　請求項３２から３６のいずれか１項に記載の複合材積層構造であって、１つ以上の複合
材積層が、硬化したポリマ樹脂に埋設された不連続繊維または連続繊維を含むことを特徴
とする、複合材積層構造。
【請求項３８】
　請求項３７に記載の複合材積層構造であって、前記不連続繊維または連続繊維が、炭素
繊維、ガラス繊維、またはプラスチック繊維のうちの１つ以上を含むことを特徴とする、
複合材積層構造。
【請求項３９】
　請求項３２から３８のいずれか１項に記載の複合材積層構造であって、前記１つ以上の
第１の複合材積層または前記１つ以上の第２の複合材積層のうちの１つの上に、硬化した
ポリマ樹脂を含むノンクリンプファブリックまたは織布をさらに含むことを特徴とする、
複合材積層構造。
【請求項４０】
　請求項３２から３９のいずれか１項に記載の複合材積層構造であって、前記エポキシが
、前記ポリマ樹脂の約１０体積％～約３５体積％であることを特徴とする、複合材積層構
造。
【請求項４１】
　請求項３９に記載の複合材積層構造であって、前記エポキシが、前記ポリマ樹脂の約２
５体積％～約３５体積％であることを特徴とする、複合材積層構造。
【請求項４２】
　請求項４０および４１のいずれか１項に記載の複合材積層構造であって、前記ポリマ樹
脂が、ハードナを含み、前記ハードナが、前記ポリマ樹脂に対して約１：１００～１：３
の体積比で存在することを特徴とする、複合材積層構造。
【請求項４３】
　請求項３２から４２に記載の複合材積層構造であって、前記ポリマ樹脂が、熱可塑物を
含み、前記熱可塑物が、前記ポリマ樹脂の約１体積％～約２０体積％であることを特徴と
する、複合材積層構造。
【請求項４４】
　請求項４３に記載の複合材積層構造であって、前記熱可塑物が、ポリエーテルエーテル
ケトン、ポリカーボネート、ポリエーテル、またはポリプロピレンのうちの１つ以上を含
むことを特徴とする、複合材積層構造。
【請求項４５】
　請求項３９から４４のいずれか１項に記載の複合材積層構造であって、前記ポリマ樹脂
が、フィラー材料を含み、前記フィラー材料が、前記ポリマ樹脂の約１体積％～約３０体
積％であることを特徴とする、複合材積層構造。
【請求項４６】
　請求項３９から４５のいずれか１項に記載の複合材積層構造であって、前記ポリマ樹脂
が、第ＶＩＩＩ族金属合金を含み、前記第ＶＩＩＩ族金属合金が、前記ポリマ樹脂の約５
体積％以下であることを特徴とする、複合材積層構造。
【請求項４７】
　請求項３９から４６のいずれか１項に記載の複合材積層構造であって、前記ポリマ樹脂
の少なくとも一部分が、硬化の前または間に発泡体を生成し、前記発泡体の少なくとも一
部分は、硬化の前または間に前記複数のセルのうちの１つ以上に延在することを特徴とす
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る、複合材積層構造。
【請求項４８】
　第１の熱硬化物と、硬化すると前記第１の熱硬化物よりも高い硬度および耐水性を有し
ポリマ樹脂の約５～約４０体積％である、少なくとも１つの第２の熱硬化物との混合物を
含み、前記第１の熱硬化物および前記第２の熱硬化物が、混合された後に微細発泡体の形
成を可能にするのに十分な量でそれぞれ存在し、
　前記ポリマ樹脂は、コバルト、鉄、ニッケル、またはフェライトのうちの１つ以上を含
む少なくとも１つの第ＶＩＩＩ族金属材料を含み、
　前記第２の熱硬化物は、前記第１の熱硬化物よりも高い粘度を有し、前記ポリマ樹脂は
、約７０℃にて３００センチポアズ以下の粘度を示すことを特徴とする、ポリマ樹脂。
【請求項４９】
　請求項４８に記載のポリマ樹脂であって、前記第１の熱硬化物が、ポリウレタンを含み
、前記第２の熱硬化物が、エポキシを含むことを特徴とする、ポリマ樹脂。
【請求項５０】
　請求項４８または４９に記載のポリマ樹脂であって、硬化後に約３体積％未満の液体状
態から固体硬化状態への収縮率を示すように作られていることを特徴とする、ポリマ樹脂
。
【請求項５１】
　請求項４８から５０のいずれか１項に記載のポリマ樹脂であって、前記第１の熱硬化物
または前記第２の熱硬化物のうちの１つ以上を硬化させるように作られた少なくとも１つ
のハードナを含むことを特徴とする、ポリマ樹脂。
【請求項５２】
　請求項５１に記載のポリマ樹脂であって、前記少なくとも１つのハードナが約７０℃以
上にて硬化開始するように作られていることを特徴とする、ポリマ樹脂。
【請求項５３】
　請求項４８から５２のいずれか１項に記載のポリマ樹脂であって、前記第１の熱硬化物
および前記第２の熱硬化物がほぼ同一の時間で硬化するように作られていることを特徴と
する、ポリマ樹脂。
【請求項５４】
　請求項４８に記載のポリマ樹脂であって、前記第１の熱硬化物が高温にて微細発泡体を
形成するように作られたポリウレタンを含むことを特徴とする、ポリマ樹脂。
【請求項５５】
　請求項４８から５４のいずれか１項に記載のポリマ樹脂であって、約１０体積％～約３
５体積％のエポキシを含むことを特徴とする、ポリマ樹脂。
【請求項５６】
　請求項４８から５４のいずれか１項に記載のポリマ樹脂であって、約２５体積％～約３
５体積％のエポキシを含むことを特徴とする、ポリマ樹脂。
【請求項５７】
　請求項４８から５５のいずれか１項に記載のポリマ樹脂であって、熱可塑物を含むこと
を特徴とする、ポリマ樹脂。
【請求項５８】
　請求項５７に記載のポリマ樹脂であって、前記熱可塑物が、ポリエーテルエーテルケト
ン、ポリカーボネート、ポリプロピレン、ポリフェニレンスルフィド、アクリル、または
ポリエチレンを含むことを特徴とする、ポリマ樹脂。
【請求項５９】
　請求項４８に記載のポリマ樹脂であって、約５体積％未満の前記少なくとも１つの第Ｖ
ＩＩＩ族金属の合金を含むことを特徴とする、ポリマ樹脂。
【請求項６０】
　請求項４８から５９のいずれか１項に記載のポリマ樹脂であって、炭酸カルシウム、シ
リカ、またはアルミナのうちの１つ以上を含むフィラー材料を含むことを特徴とする、ポ
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リマ樹脂。
【請求項６１】
　請求項４８から５８のいずれか１項に記載のポリマ樹脂であって、
　約１０体積％～約３５体積％の前記エポキシを含み、
　ハードナ、熱可塑物、少なくとも１つの第ＶＩＩＩ族金属材料、またはフィラー材料の
うちの１つ以上を含むことを特徴とする、ポリマ樹脂。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、多要素ポリマ樹脂、その塗布方法、およびそれを含む複合材積層構造に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
（関連特許出願の相互参照）
　本願は、その開示内容全体をこの引用により本願に援用する、２０１４年６月４日に出
願された米国仮出願第６２／００７，６１４号の優先権を主張する。
【０００３】
　本願は、その開示内容全体をこの引用により本願に援用する、２０１４年６月４日に出
願された米国仮出願第６２／００７，６３２号の優先権を主張する。
【０００４】
　本願は、その開示内容全体をこの引用により本願に援用する、２０１４年６月４日に出
願された米国仮出願第６２／００７，６５２号の優先権を主張する。
【０００５】
　本願は、その開示内容全体をこの引用により本願に援用する、２０１４年６月４日に出
願された米国仮出願第６２／００７，６７０号の優先権を主張する。
【０００６】
　本願は、その開示内容全体をこの引用により本願に援用する、２０１４年６月４日に出
願された米国仮出願第６２／００７，６８５号の優先権を主張する。
【０００７】
　本願は、その開示内容全体をこの引用により本願に援用する、２０１５年１月２８日に
出願された米国仮出願第６２／１０８，８３７号の優先権を主張する。
【０００８】
　構造部品の大量生産では、低いコストの材料および低い組み立てコストに焦点が当てら
れるが、工具整備および設備のための高額な資本の長期的投資が最初に要され得る。しか
し、大量生産は容易には設計バリエーションに適応することができない。
【０００９】
　現在、アルミニウム要素のような部品の少量生産は、低い資本支出、高価な材料および
高額なアセンブリコストを伴う。全体的に見て、少量生産は依然として非常に高価である
。
【００１０】
　構造要素、例えば、シャーシ、通信設備のパネル、輸送機関または車両（例えば、自転
車、オートバイ、トラック等）のフレームまたは本体部品、農業用途（例えば、農業設備
）、エネルギ関連用途（例えば、風力、太陽エネルギ）、衛星用途、航空宇宙用途、構築
材料（例えば、建築材料等）、および消費者製品（例えば、家具、便座、および特に電気
製品）を製作するためには、軽量で強く剛性の高い複合材を生産することが望ましい。
【００１１】
　シャーシまたは本体要素、例えば車用フードまたは他の本体パネル、を製作するために
は、良好なエネルギ吸収を有する軽量で強い複合材要素を生産することが望ましい。本体
要素は、車事故の間にエネルギ吸収をもたらすように設計することができる。安全上の理
由のため、車用フードまたは本体要素は、減衰またはエネルギ吸収の特性を有するように
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設計することができる。
【００１２】
　輸送機関（例えば、自動車、トラック、または任意の車両）、農業設備、建設設備、ま
たは航空宇宙産業用の複合材要素は、著しく燃料効率を向上させ炭素排出を低減すること
ができる。複合材は、炭素繊維またはガラス繊維を含むことができる。炭素繊維はガラス
繊維よりも剛性が高く、強く、軽いものであり得るが、概してより高価であり得る。炭素
繊維補強要素は、アルミニウム要素より約２０％軽く、一部の鋼要素より約５０％軽いも
のであり得る。炭素繊維補強複合材は、アルミニウムおよび鋼よりも高い、重量に対する
強度または重量に対する剛性の比を有することができる。
【００１３】
　現状では、複合材要素は、高圧樹脂トランスファ成形（ＲＴＭ）を含む従来のプロセス
によりしばしば製作される。複合材要素は予備含浸させた繊維（「プリプレグ」）で形成
することもでき、プリプレグを硬化させるためにはオーブンまたはオートクレーブを要し
得る。従来から、炭素繊維で補強した複合材要素は金属要素に比べてコスト競争力が低く
、それはいくつかの理由による。第１に、高圧ＲＴＭは相対的に高価な設備と、繊維に含
浸させるためにポリマ樹脂を流動させ表面欠陥（例えば、ピンホールまたは望ましくない
多孔性）を低減するための高圧とを要する可能性がある。樹脂に高圧を印加しても、表面
はピンホールまたは表面欠陥を依然として有し得る。このような欠陥を有する表面は、望
ましい表面仕上がりを示すことも外見的に望ましいものであることもできない。このよう
な表面欠陥は、複合材の表面の塗装をより困難にもし得る。第２に、高圧ＲＴＭは金属要
素に比べて、複合材要素を製作するためにより長いサイクルタイムを要する可能性もある
。例えば、複合材要素の加熱、硬化、および冷却を含む炭素繊維部品の生産サイクルタイ
ムは、鋼またはアルミニウム部品が秒単位であるのに対し、約４５分以上かかり得る。第
３に、バージン炭素繊維の材料コストが高い可能性があり、ＲＴＭからの繊維廃棄物も非
常に高い可能性がある。例えば、複雑な形状または幾何学的配置の複合材要素を製作する
とき、元の炭素繊維の最大４０％が廃棄され得る。また、表面欠陥が原因で、ＲＴＭ部品
の生産収率は金属部品と比べて相対的に低い。
【００１４】
　製造業者は、複合材要素の生産コストを低減するために、低コストの代替材料、低コス
トの工具整備、およびより速いサイクルタイムを求め続けている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　本明細書に開示されている実施形態は、低粘度を有するポリマ樹脂に関するものである
。より具体的には、実施形態は、繊維補強複合材サンドイッチ構造および繊維補強複合材
構造を形成するための、ポリマ樹脂の組成物および性質、ポリマ樹脂を塗布する器具およ
び方法に関するものである。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　一実施形態において、複合材積層構造（ｃｏｍｐｏｓｉｔｅ　ｌａｍｉｎａｔｅ　ｓｔ
ｒｕｃｔｕｒｅ）を形成する方法が開示される。方法は、ポリウレタンおよびエポキシを
含むポリマ樹脂を混合するステップを含む。方法は、ポリマ樹脂を、周囲温度とポリマ樹
脂の要素の硬化温度との間の塗布温度にて加熱および維持するステップを含む。方法は、
ポリマ樹脂を繊維シートに塗布するステップを含む。方法は、対応するセル壁により少な
くとも部分的に画定される複数のセルを含むコア上に、繊維シートを、複数のセルの少な
くとも一部にまたがって延在するように位置付けるステップを含む。繊維シートはその上
に塗布されたポリマ樹脂を含む。方法は、位置付けの後に、繊維シートに塗布されたポリ
マ樹脂を硬化させるステップをさらに含む。
【００１７】
　一実施形態において、複合材積層構造が開示される。複合材積層構造は、対応するセル
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壁により少なくとも部分的に画定される複数のセルを含む少なくとも１つのコアを含む。
複合材積層構造は、コアの第１の端に付着した１つ以上の第１の複合材積層と、コアの第
２の端に付着した１つ以上の第２の複合材積層とを含む。１つ以上の第１および１つ以上
の第２の複合材積層の各々が、硬化したポリマ樹脂を有する。硬化したポリマ樹脂は、ポ
リウレタンおよびエポキシを含む。
【００１８】
　一実施形態において、ポリマ樹脂が開示される。ポリマ樹脂は、第１の熱硬化物および
少なくとも第２の熱硬化物を含む混合物を含む。第２の熱硬化物は、硬化すると第１の熱
硬化物より高い硬度および耐水性を有し、第２の熱硬化物はポリマ樹脂の約５０体積％以
下である。第１の熱硬化エポキシおよび第２の熱硬化物は、混合された後に微細発泡体の
形成を可能にするのに十分な量でそれぞれ存在する。
【００１９】
　一実施形態において、ポリマ樹脂を塗布する方法が開示される。方法は、容器の中に、
ポリウレタンおよびエポキシを含むポリマ樹脂を設置するステップを含む。方法は、容器
の中で、ポリマ樹脂およびポリマ樹脂を第１の温度にて硬化させるように作られたハード
ナ（ｈａｒｄｅｎｅｒ）を周囲温度にて混合するステップを含む。方法は、流体を収容す
る圧力容器の中に容器を設置するステップを含む。方法は、ポリマ樹脂に約３００センチ
ポアズ以下の粘度を示させるのに十分な第１の温度と周囲温度との間の塗布温度にて加熱
および維持するステップをさらに含み、流体は塗布温度で維持する。方法は、ポリマ樹脂
を繊維シートに塗布するステップをさらに含む。
【００２０】
　開示される実施形態の任意の特徴は、制限なく互いと組み合わせて用いることができる
。加えて、本開示の他の特徴および長所は、以下の詳しい記載および添付図面の検討を通
じて当業者に明らかとなるであろう。
【００２１】
　図面は本発明のいくつかの実施形態を図示するものであり、同一の参照番号は、図面に
示される異なるビューまたは実施形態における同一または類似の成分または特色を意味す
るものである。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１Ａ】一実施形態に従った、ポリマ樹脂を加熱および吹き付けをするための圧力ポッ
ト（ｐｒｅｓｓｕｒｅ　ｐｏｔ）の図である。
【図１Ｂ】ポリマ樹脂およびハードナを混合する前の図１Ａの容器の図である。
【図２】一実施形態に従った図１Ａの圧力ポットのアイソメトリックビューである。
【図３】一実施形態に従った、ハードナを含むポリマ樹脂を収容する図１Ａの容器のアイ
ソメトリックビューである。
【図４】一実施形態に従ったポリマ樹脂を吹き付ける方法のフローチャートである。
【図５】一実施形態に従ったリサイクル繊維シートを形成する装置の概略である。
【図６】本開示の実施形態に従ったニードリング後の図５の繊維シートの写真である。
【図７】本開示の実施形態に従った、２つの繊維シート間にメッシュを有する図５の繊維
シートの写真である。
【図８】本開示の実施形態に従った、飲用ストロで作られたコアを含む複合材サンドイッ
チの写真である。
【図９】一実施形態に従った複合材サンドイッチの横断面図である。
【図１０】一実施形態に従った複合材サンドイッチの横断面図である。
【図１１】一実施形態に従った、複合材サンドイッチ、金属インサートから形成されＮＣ
Ｆで補強された一要素の横断面図である。
【図１２】一実施形態に従った、複合材サンドイッチを形成する方法のフローチャートで
ある。
【図１３】一実施形態に従った、複合材サンドイッチを形成する方法のフローチャートで
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ある。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　本明細書に開示されている実施形態は、第１の熱硬化物および１つ以上の追加の要素（
例えば、第２の熱硬化物および／または熱可塑物）を有するポリマ樹脂、それを含む複合
材積層、それを作製し使用する方法、およびそれを含む複合材積層構造に関するものであ
る。本明細書に開示されている実施形態は、第１の熱硬化物（例えば、ポリウレタン）、
少なくとも第２の熱硬化物（例えば、エポキシ）、および／または１つ以上の熱可塑物の
ような他のポリマ材料の液体のブレンドまたは混合物を含むポリマ樹脂を提供する。ポリ
マ樹脂は、通例、硬化前は液体形態であり、架橋工程である硬化後は固体になる。ポリマ
樹脂は、樹脂の１つ以上の要素の硬化を触媒するために１つ以上のハードナを含むことが
できる。ポリマ樹脂は、接着剤として用いることができる。炭素繊維複合材積層のような
複合材積層構造を形成するために、２つ以上の熱硬化物を用いることができる。複合材積
層は、繊維シートもしくはマット上の、または繊維シートもしくはマットの中へ少なくと
も部分的に組み込まれる、ポリマ樹脂の１つ以上の層を含むことができる。
【００２４】
　ポリマ樹脂は高温にて低粘度を有し、９０ｐｓｉ未満のような低圧で吹き付けることが
できる。ポリマ樹脂は、硬化の間に微細発泡体を形成することもできる。以下により詳細
に議論するように、微細発泡体は、特に材料が有する結合表面積が小さいとき、例えば、
チューブ（例えば、プラスチックチューブ）のようなセルの開放端を有するとき、相対的
に剛性の高い材料（例えば、プラスチック）によく付着することができる。
【００２５】
　以下により詳細に議論するように、ポリマ樹脂は「硬質な」コアまたは「軟質な」コア
を含む複合材サンドイッチを形成するために用いることができる。「硬質な」コアは、負
荷をコアの一端からコアのもう一端へ効率的に伝達させることができる。例えば、「硬質
な」コアは、１つ以上のプラスチック材料を含むコアブランクから形成することができ、
開放端を有する複数のセル（例えば、実質的に平行な密集したプラスチックチューブ）を
含むことができる。複数のセルは、対応する１つ以上のセル壁により少なくとも部分的に
画定され得る（例えば、プラスチック材料は、セルが多数の好適な形状を有することがで
きるハニカム様構造を画定することができる）。一部の実施形態において、コアブランク
の圧縮性を有するセルは、チューブまたはストロにより形成または画定され得る。一部の
実施形態において、セルは飲用ストロのようなチューブであることができる（例えば、各
々のストロは対応するコアのセルを画定することができ、隣接コアは間にある間隙または
空間に追加のセルを画定することができる）。プラスチックストロは、非常に低コストに
てポリカーボネートで商業的に作られ、概ね平行な配置で固定することができる。硬質な
コアは、代替的または追加的に高密度発泡体を含むことができる。硬質なコアは、複合材
サンドイッチに高い曲げ剛性をもたらすことができる。セルの場合、より具体的にはプラ
スチックチューブの場合、コアは各々が開放端を有する複数のセルまたはチューブを有す
ることができる。「硬質な」コアは、「軟質な」コアよりも大きく複合材サンドイッチの
曲げ剛性を増大させることができる。
【００２６】
　本明細書に開示されている実施形態のいずれかに用いることができる好適なコアについ
てのさらなる詳細は、本願と同時に出願された「Ｃｏｍｐｏｓｉｔｅ　ｓａｎｄｗｉｃｈ
　ｗｉｔｈ　ｈｉｇｈ　ｂｅｎｄｉｎｇ　ｓｔｉｆｆｎｅｓｓ　ａｎｄ　ｌｉｇｈｔ　ｗ
ｅｉｇｈｔ」という表題のＰＣＴ国際出願第　（２０１４年６月４日に出願された「Ｃｏ
ｍｐｏｓｉｔｅ　ｓａｎｄｗｉｃｈ　ｗｉｔｈ　ｈｉｇｈ　ｂｅｎｄｉｎｇ　ｓｔｉｆｆ
ｎｅｓｓ　ａｎｄ　ｌｉｇｈｔ　ｗｅｉｇｈｔ」という表題の米国仮特許出願第６２／０
０７，６１４号（代理人整理番号Ｐ２４３７２０．Ｕ．Ｓ．０１）の優先権を主張する）
に見出すことができ、その全体をこの引用により本願に援用する。複合材サンドイッチの
コアは、飲用ストロのようなプラスチックチューブの束を含むことができ、シャーシのよ
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うな自動車要素を製作するために好適であることができる。
【００２７】
　チューブまたは飲用ストロのような開放端型のプラスチックセルで形成された「硬質な
」コアは、従来のエポキシを用いて複合材積層（例えば、コアの上に単一の層を形成する
複合材積層のうち１つ以上の層）に付着することが困難であり得る。例えば、複合材積層
は、従来のエポキシを用いると「硬質な」コアからより剥離しやすくなり得る。本明細書
に開示されている実施形態に従ったポリマ樹脂は、十分な接着性をもたらすことにより（
例えば、開放端を介して少なくとも部分的にセルの中へ延在することができる、ポリマ／
エポキシのブレンドにより形成された微細発泡体によるより強い接着性により）、「硬質
な」コアを含む複合体サンドイッチの剥離の問題を解決する。
【００２８】
　これに対し、「軟質な」コアは、負荷がコアの一端に印加されたとき、例えば、「軟質
な」コアが板紙、カードボード、または低密度発泡体等から形成され得るとき、コアの一
端からコアの反対端に負荷を伝達しない可能性がある。「軟質な」コアは、衝撃がＺ軸に
沿う（例えば、複合材積層の面に概ね垂直）とすれば、「硬質な」コアより多くのエネル
ギまたは衝撃を垂直に（例えば、複合材積層に対して実質的に垂直な方向で）吸収するこ
とができる。「硬質な」コアは、例えばＺ軸に垂直な複合材積層の平面（例えば、Ｘ－Ｙ
平面において）に沿うように、より多くのエネルギを水平に吸収し得る。板紙を含む複合
材サンドイッチは、車用フード、自動車の表面パネル（例えば、最小限のピンホールまた
は多孔性を有するＡクラス表面パネル）、航空宇宙用途、または消費者製品（例えば、家
具）、またはエネルギ吸収が望まれる構築材料もしくは類似の用途に用いることができる
。「軟質な」コアの複合材サンドイッチの製造工程は、「硬質な」コアの複合材サンドイ
ッチと異なり得るが、それは「軟質な」コアは、コアに対して実質的に垂直なベクトルを
有する負荷を「硬質な」コアがするようには伝達しないためである。「軟質な」コアを用
いて複合材サンドイッチを製作する器具および方法についての詳細は、本願と同時に出願
された「Ｃｏｍｐｏｓｉｔｅ　Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ　Ｅｘｈｉｂｉｔｉｎｇ　Ｅｎｅｒｇ
ｙ　Ａｂｓｏｒｐｔｉｏｎ　ａｎｄ／ｏｒ　Ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ　ａ　Ｄｅｆｅｃｔ　Ｆ
ｒｅｅ　Ｓｕｒｆａｃｅ」という表題のＰＣＴ国際出願第　（代理人整理番号４４３５３
ＷＯ０１＿４９６７１４－２３）に開示されており、その全体をこの引用により本願に援
用する。
【００２９】
［樹脂組成物］
　１つ以上の実施形態によれば、ポリマ樹脂は、エポキシと共にポリウレタンを含む混合
物のような、相対的に低い粘度を有する１つ以上の熱硬化物ならびに相対的に高い粘度を
有する１つ以上の熱硬化物および／または１つ以上の熱可塑物の混合物を含むことができ
る。混合物は、室温にて相対的に低い粘度（例えば、約４０ｍＰａ・ｓ以下）を有するこ
とができる。一部の実施形態において、以下でより詳細に説明するが、ポリマ樹脂は、少
なくとも１つのハードナ、少なくとも１つの第ＶＩＩＩ族金属材料、少なくとも１つのフ
ィラー材料、または少なくとも１つの熱可塑物のうちの１つ以上を含むことができる。低
粘度熱硬化物（例えば、室温にて約１５０センチポアズの粘度を有する、Ｈｕｎｔｓｍａ
ｎ　Ｐｏｌｙｕｒｅｔｈａｎｅｓが提供するＶＩＴＲＯＸのようなポリウレタン）は、も
う一方の高粘度熱硬化物（例えば、Ｍｏｍｅｎｔｉｖｅが提供するエポキシＥＰ０５４７
５）が低粘度熱硬化物よりも相対的に高い粘度を有するため、ポリマ樹脂の低粘度に主に
寄与し得る。ポリウレタンの粘度は約３０～４０ｍＰａ・ｓであることができ、エポキシ
の粘度は約５０～７０ｍＰａ・ｓ（または特別な場合において約１５ｍＰａ・ｓ（Ｄｏｗ
のＶｏｒａＦｏｒｃｅ５３００の場合））であることができる。本明細書に開示されてい
るポリマ樹脂は、相対的に短い硬化時間を有する一方で相対的に小さい収縮率（例えば、
約３％未満）を示すことができる。エポキシＥＰ０５４７５は、１２０℃にて５分の硬化
時間および約１２０℃のＴｇを有し、一方ポリウレタンの硬化時間は約１時間以上である
ことができＴｇは約２５０℃未満であることができる。本明細書で用いられる用語「硬化
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する」「硬化した」は、少なくとも部分的または完全に硬化するかまたは硬化したという
意味を含む。
【００３０】
　ポリウレタン熱硬化物は、曲げに対する望ましい耐性、弾性、低粘度、または発泡能力
（例えば、複合材積層構造形成の間に微細発泡体を形成する能力）のうちの１つ以上をポ
リマ樹脂にもたらすことができる。エポキシ熱硬化物は、望ましいエネルギ吸収、または
部品の表面に平行な力ベクトルに沿った脆性破壊のような機械的破損プロファイルをポリ
マ樹脂にもたらし得る。エポキシ熱硬化物は、得られる複合材積層に、耐水性を有する（
例えば、水密性を有する）特徴、またはより良好な負荷伝達能力（例えば、より硬質な表
面）をもたらすことができる。
【００３１】
　一部の実施形態において、ポリマ樹脂は少なくとも１つの硬化剤またはハードナを含む
ことができ、このハードナはポリマ樹脂の１つまたは複数の要素を硬化させるように構成
することができる。例えば、ポリマ樹脂がエポキシおよびポリウレタンを含むとき、この
ポリマ樹脂はエポキシまたはポリウレタンのうちの１つまたは両方のためのハードナを含
むことができる。エポキシおよびポリウレタンに好適なハードナは、本明細書に開示され
ているエポキシおよびポリウレタンを硬化させる任意の公知のハードナを含むことができ
る。例えば、少なくとも１つのハードナとしては、エポキシ用のアミンベースハードナお
よびポリウレタン用のポリイソシアネート含有ハードナを含むことができる。硬化剤また
はハードナは、ポリマ樹脂またはその要素１部当たりの硬化剤部またはハードナ部が約１
：１００～約１：３の比でポリマ樹脂中に存在することができる。一部の実施形態におい
て、ハードナは約５０℃以上、例えば約５０℃～約１５０℃、約７０℃～約１２０℃、ま
たは約７０℃～約９０℃、または約７０℃以上、で硬化開始するように作ることができる
。
【００３２】
　一部の実施形態において、ポリマ樹脂は、１つ以上の熱硬化物および１つの熱可塑物の
ブレンド、例えばエポキシおよび熱可塑繊維の混合物、またはポリウレタンおよび熱可塑
繊維の混合物、または先述のものの組合せを含むこともできる。熱可塑物は、硬化した複
合材部に靱性または弾性をもたらすために含むことができる。好適な熱可塑物としては、
ポリプロピレン、ポリカーボネート、ポリエチレン、ポリフェニレンスルフィド、ポリエ
ーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）もしくは別のポリアリールエーテルケトン、またはア
クリルを含むことができる。熱可塑物は、ポリマ樹脂の約１体積％～約２０体積％に相当
することができる。ポリマ樹脂は、ポリウレタンのような低粘度を有する熱硬化物を含む
こともできる。ポリマ樹脂は、圧力ポットまたは市販の吹き付けヘッドを用いて吹き付け
るために加温して粘度を低減することができるエポキシのような、相対的に高粘度を有す
る熱硬化物を含むこともできる。
【００３３】
　ポリマ樹脂は、ポリウレタンのみまたはエポキシのみを有する樹脂に比べて特により高
い剛性、強度、モジュラスおよび硬度を含む、より良好な負荷伝達能力および向上した機
械的性能を有することができる。ポリマ樹脂は、硬化の間に３％以下、例えば約１．５％
～約３％、約２％～約３％、約２．５％～約３％、または約２．５％、の未硬化の液体状
態から硬化した固体状態への低い体積収縮率を有することもできる。この低い収縮率によ
り、完成した複合材要素をより良好に寸法制御することが可能になる。
【００３４】
　エポキシは一般的に、ポリウレタンより短い貯蔵寿命を有する。一部の実施形態におい
て、エポキシは使用前のわずか数時間前に混合され得る。これに対し、ポリウレタンは一
般的に、エポキシよりも長い貯蔵寿命を有し、イソシアネートの化学的性質に基づいてお
り、調整可能な貯蔵寿命およびスナップ硬化能力を有することができる。一部の実施形態
において、ポリウレタンまたはエポキシは、１つ以上の難燃性を有する要素を含むことが
できる。例えば、ポリマ樹脂は、フェノール系エポキシまたはその相当物を含むことがで
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きる。
【００３５】
　ポリウレタンおよびエポキシの混合物のようなポリマ樹脂は、その材料のうち１つ以上
の材料の性質により、硬化した後に耐水性を有することができる。一般的には、熱硬化物
（例えば、ポリウレタン微小発泡体）は水透過性を有することができるが、一方別の熱硬
化物（例えば、エポキシ）は耐水性を有することができる。従って、混合物は、耐水性を
有する熱硬化物が十分な量で用いられるとき、耐水性を有するかまたは水を封止すること
ができる。例えば、ポリウレタン／エポキシポリマ樹脂におけるエポキシの量が約２８体
積％超（例えば、３０体積％）であるとき、混合物は実質的に耐水性を有する特徴を示す
ことができる。
【００３６】
　さらに、ポリマ樹脂は、複合材サンドイッチのコアに対する複合材積層の結合を強化す
ることができる、ポリウレタン発泡体を形成可能にすることができる。本開示に従って形
成された複合材積層は、プラスチックチューブのような「硬質な」コアから剥離しないこ
とが見出された。本明細書の一部の実施形態において、ポリマ樹脂における、例えば１つ
以上の要素による、選択された量の発泡（例えば、ポリウレタンの微細発泡体を形成する
反応）が望まれ得る。ポリマ樹脂発泡体におけるポリウレタンとして、発泡体（例えば、
微細発泡体）は、コアのセルまたはチューブの中へ浸透し、よってコアと機械的結合を形
成することができる。このような浸透はコアの開放端で起こることができ、開放端から内
側への少なくとも部分的な浸透を含むことができる。
【００３７】
　一部の実施形態において、ポリマ樹脂は、エポキシおよびポリウレタンの液体のブレン
ドまたは混合物を含むことができる。一部の実施形態において、ポリマ樹脂は、硬化剤ま
たはハードナを含む最大約５０体積％のエポキシおよび最大約２０体積％の第ＶＩＩＩ族
金属材料を含むことができ、残りの体積はポリウレタンであることができる。混合すると
、エポキシはポリウレタンと（例えば、熱的にかつ／または化学的に）反応することがで
きる。エポキシの量が一定の量（例えば、約４０体積％）を超えると、望ましくない熱お
よび／または制御不可能な発泡を引き起こし得る、望ましくない反応が起こり得る。一部
の実施形態において、ポリマ樹脂は約５０体積％未満のエポキシ、例えば、約４０体積％
のエポキシ、ポリマ樹脂の体積の約５％～約４０％、約１０％～約３５％、約２０％～約
３０％、約２０％～約４０％、約２５％～約３５％、約２８％～約３２％、約２０％、約
２５％、約３５％または約３０％を含むことができる。一部の実施形態において、ポリマ
樹脂は約３０体積％未満のエポキシを含むことができる。一部の実施形態において、ポリ
マ樹脂は約２０体積％のエポキシを含むことができる。一部の実施形態において、ポリマ
樹脂は約１０体積％のエポキシを含むことができる。一部の実施形態において、ポリマ樹
脂におけるエポキシに対するポリウレタンの比は約１：１以上、例えば約２：１、約２．
５：１、約３：１、約３．５：１、約４：１、約５：１、約７：１、または約９：１であ
ることができる。
【００３８】
　一実施形態において、ポリマ樹脂はポリウレタン、エポキシ、および少なくとも１つの
ハードナを含むことができる。少なくとも１つのハードナは、ポリマ樹脂の１つ以上の要
素に硬化開始させるように作ることができる。少なくとも１つのハードナは、ポリマ樹脂
の１つの要素のみを硬化させるように特化的に作ることができる。好適なハードナとして
は、エポキシ用のアミンベースハードナ、ポリウレタン用のポリイソシアネート含有ハー
ドナ、または本明細書に開示されているポリマ樹脂の１つ以上の要素を硬化させるために
好適な任意の他のハードナが含まれる。一実施形態において、エポキシはポリマ樹脂の約
１０体積％～約３５体積％であることができ、少なくとも１つのハードナはポリマ樹脂ま
たはその要素に対して約１：１００～約１：３の体積比（例えば、ハードナ対エポキシま
たはハードナ対樹脂が１：５の体積比）で存在することができ、ポリウレタンはポリマ樹
脂の残余の少なくとも一部を占めることができる。一実施形態において、エポキシはポリ
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マ樹脂の約２５体積％～約３５体積％であることができ、少なくとも１つのハードナはポ
リマ樹脂またはその要素（例えば、エポキシまたはポリウレタン）に対して約１：１０～
約１：３または約１：５～約１：３の体積比で存在することができ、ポリウレタンはポリ
マ樹脂の残余の少なくとも一部を占めることができる。少なくとも１つのハードナは、ポ
リマ樹脂を硬化（例えば、少なくとも部分的に硬く）させるために十分な量で、ポリマ樹
脂を塗布するために必要な時間に応じて、例えば約３時間以下、約２時間以下、約１時間
以下、約３０分以下、約２０分以下、約１５分以下、または約１０分以下の望ましい時間
で、作るかまたは用いることができる。
【００３９】
　エポキシおよびポリウレタンの間に望ましくないまたは制御不可能な反応（例えば、制
御不可能な発泡）を引き起こすために十分なエポキシの体積パーセンテージまたは比は、
第ＶＩＩＩ族金属材料の添加によって変化し得る。第ＶＩＩＩ族金属材料は、ポリマ樹脂
におけるエポキシおよびポリウレタンの反応を安定または媒介するのに役立つことができ
る。第ＶＩＩＩ族金属材料としては、コバルト（Ｃｏ）、ニッケル（Ｎｉ）、鉄（Ｆｅ）
、そのうちの１つ以上を含むセラミック（例えば、フェライト）、またはそのうちのいず
れかを含む合金が特に含まれる。第ＶＩＩＩ族金属材料は、ポリマ樹脂の２０体積％以下
、例えば、ポリマ樹脂の体積の約０．１％～約２０％、約０．５％～約１０％、約１％～
約５％、約２％、約３％、または約４％以下であることができる。一部の実施形態におい
て、第ＶＩＩＩ族金属材料は、ポリマ樹脂の約１５体積％未満、ポリマ樹脂の約１０体積
％未満、約５体積％未満、または約１体積％未満であることができる。第ＶＩＩＩ族金属
材料をポリマ樹脂に添加することにより、ポリマ樹脂中のエポキシの量を増大させて、所
望のように表面硬度をもたらしかつ／または実質的に水密な表面を作り出すことができる
。例えば、ポリマ樹脂中のエポキシの体積パーセンテージが約２５％超に増大すると、硬
化した複合材は水密な性質を示し始めることができる。最終生成物に水密な性質が望まれ
る場合、ポリマ樹脂は約２８体積％以上のエポキシ、例えば約３０体積％以上、約３０体
積％～約５０体積％、約３２体積％～約４０体積％、または約３５体積％のエポキシを含
むことができる。ポリマ樹脂中のエポキシの量が増大するとき、得られる複合材材料にお
けるピンホールまたは微細孔を低減または実質的に消去するために、第ＶＩＩＩ族金属材
料を添加して発泡を低減または制御することができる。第ＶＩＩＩ族金属材料は、ポリマ
樹脂の安定化を助けることができるが、ポリマ樹脂および複合材要素のコストを増加させ
るかまたはポリマ樹脂の粘度を増大させる可能性がある。
【００４０】
　一部の実施形態において、１つ以上のフィラーをポリマ樹脂混合物に添加して硬化の間
の収縮率を低減することができる。例えば、ＤｏｗのＶｏｒａＦｏｒｃｅ５３００のよう
な急速硬化エポキシを選択する場合、この急速硬化エポキシは遅硬化エポキシより高い収
縮率、例えばＶｏｒａＦｏｒｃｅ５３００の場合約７体積％の収縮率、を示し得る。一部
の実施形態において、ポリマ樹脂中の１つ以上のフィラーを利用することで、ポリマ樹脂
におけるこのような収縮率を低減することができる。このようなフィラーは、炭酸カルシ
ウム、水酸化アルミニウム、アルミナ粉末、シリカ粉末、シリケート、金属粉末、または
任意の相対的に（ポリマ樹脂中で）不活性または不溶性な塩のうちの１つ以上を含むこと
ができる。過剰なフィラー材料は、硬化した複合材が望ましくない脆性を示す原因となり
得る。一部の実施形態において、フィラーはポリマ樹脂の体積の約３０％以下、例えばポ
リマ樹脂の体積の約１％～約３０％、約２％～約２０％、約５％～約１５％、約１０％～
約３０％、約１％～約１０％、ゼロパーセント超～約１０％、約１％～約７％、約３％～
約９％、約１０％未満、または約２５％未満であることができる。一部の実施形態におい
て、フィラーはポリマ樹脂の体積の約１０％以上、例えば約５０％または約７５％である
ことができる。樹脂が硬化するとき、フィラー材料はポリマ樹脂のように収縮しない。し
たがって、フィラー材料により置き換えられたポリマ樹脂の体積は、得られる複合材材料
における安定した体積をもたらし、よって複合材材料の全体的な収縮率を低減する。この
ようなフィラーは、より速い硬化時間を可能にする一方で、速硬化の間に典型的に発生す
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る収縮率を低減することができる。例えば、本明細書に開示されているポリマ樹脂の硬化
時間は約６分以下、例えば約３分以下、約９０秒以下、約６０秒以下、または約４０秒以
下に低減することができる一方で、収縮率は３体積％未満に維持することができる。フィ
ラーは収縮率を低減または消去する助けをすることができるが、ポリマ樹脂および複合材
要素のコストを増加させ得るかまたはポリマ樹脂の粘度を増大させ得る。一実施形態にお
いて、エポキシ、ポリウレタン、熱可塑物、第ＶＩＩＩ族金属材料、またはフィラー材料
のうちの１つ以上の組合せは、約３体積％未満の正味収縮率をもたらし、かつ／または吹
き付けチップから相対的に低圧で吹き付ける上で十分に低い粘度を依然として示すように
構成することができる。
【００４１】
　ポリマ樹脂の粘度が相対的に高いと（例えば、約９０ｐｓｉ超）、ポリマ樹脂の吹き付
けはより困難になり、ポリマ樹脂の吹き付けにより長い時間および／またはより高いライ
ン圧を要する可能性がある。未硬化状態において、本明細書に開示されているポリマ樹脂
は、高温にて相対的に低い粘度を示す（例えば、容易に流動する）ことができ、より容易
に手動で散布、または圧力ポットおよび吹き付け器のような低コストの工具を用いて相対
的に低圧で（例えば、約９０ｐｓｉ以下で）散布することができ、これにより市販の液体
吹き付けヘッドに関連する高いコストを著しく低減する一方で、望ましい弾性および／ま
たは機械的破損プロファイルをそれを含む硬化した複合材積層にもたらすことができる。
プロトタイプまたは相対的に小型の部品の少量生産には、圧力ポットを利用したポリマ樹
脂吹き付け器が好適であり得る。
【００４２】
　一部の実施形態において、ポリマ樹脂は、エポキシと、ポリウレタンと、少なくとも１
つの熱硬化物、少なくとも１つのハードナ、少なくとも１つの第ＶＩＩＩ族金属材料、ま
たは少なくとも１つのフィラー材料のうちの１つ以上とを含むことができる。先述のポリ
マ樹脂要素のうちの１つ以上は、制限なしに、本明細書に開示されているそれぞれの体積
量のいずれかにおいて互いに組み合わせて用いることができる。例えば、一実施形態にお
いて、ポリマ樹脂はポリウレタン、エポキシ、およびＰＥＥＫのような少なくとも１つの
熱可塑物を含むことができる。エポキシはポリマ樹脂の約１０体積％～約３５体積％であ
ることができ、熱可塑物はポリマ樹脂の約１体積％～約２０体積％であることができ、ポ
リウレタンはポリマ樹脂の残余を占めることができる。一実施形態において、エポキシは
ポリマ樹脂の約２５体積％～約３５体積％であることができ、熱可塑物はポリマ樹脂の約
３体積％～約１５体積％であることができ、ポリウレタンはポリマ樹脂の残余を占めるこ
とができる。
【００４３】
　一実施形態において、ポリマ樹脂はポリウレタン、エポキシ、および少なくとも１つの
第ＶＩＩＩ族金属材料を含むことができる。エポキシはポリマ樹脂の約１０体積％～約３
５体積％であることができ、少なくとも１つの第ＶＩＩＩ族金属材料はポリマ樹脂の約０
．１体積％～約２０体積％であることができ、ポリウレタンはポリマ樹脂の残余を占める
ことができる。一実施形態において、エポキシはポリマ樹脂の約２５体積％～約３５体積
％であることができ、少なくとも１つの第ＶＩＩＩ族金属材料はポリマ樹脂の約５体積％
以下であることができ、ポリウレタンはポリマ樹脂の残余を占めることができる。
【００４４】
　一実施形態において、ポリマ樹脂はポリウレタン、エポキシ、および少なくとも１つの
フィラー材料を含むことができる。エポキシはポリマ樹脂の約１０体積％～約３５体積％
であることができ、少なくとも１つのフィラー材料はポリマ樹脂の約１体積％～約３０体
積％であることができ、ポリウレタンはポリマ樹脂の残余を占めることができる。一実施
形態において、エポキシはポリマ樹脂の約２５体積％～約３５体積％であることができ、
少なくとも１つのフィラー材料はポリマ樹脂の約１体積％～約１０体積％または約３体積
％～約２０体積％であることができ、ポリウレタンはポリマ樹脂の残余を占めることがで
きる。
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【００４５】
　一実施形態において、ポリマ樹脂は、ポリウレタン、エポキシ、少なくとも１つの熱可
塑物、少なくとも１つのハードナ、少なくとも１つの第ＶＩＩＩ族金属材料、および少な
くとも１つのフィラーのうちの１つ以上を含むことができる。存在するとき、エポキシは
ポリマ樹脂の約１０体積％～約４０体積％（例えば、約１０体積％～約３５体積％または
約２５体積％～約３５体積％）であることができ、熱可塑物はポリマ樹脂の約１体積％～
約２０体積％（例えば、約３体積％～約１５体積％）であることができ、少なくとも１つ
のハードナはポリマ樹脂またはその要素に対して約１：１００～約１：３の体積比（例え
ば、約１：１０～約１：３または約１：５～約１：３）で存在することができ、少なくと
も１つの第ＶＩＩＩ族金属材料はポリマ樹脂の約０．１体積％～約２０体積％（例えば、
約１０体積％以下または約５体積％以下）であることができ、少なくとも１つのフィラー
材料はポリマ樹脂の約１体積％～約３０体積％（例えば、約１体積％～約１０体積％また
は約３体積％～約２０体積％）であることができ、ポリウレタンはポリマ樹脂の残余体積
（例えば、約１０体積％～約９０体積％または約２５体積％～約７５体積％）を占めるこ
とができる。
【００４６】
［ポリマ樹脂を塗布するための器具および方法］
　本明細書に開示されているポリマ樹脂は、吹き付けまたは（例えば、こて、ローラー、
ブラシ、またはヘラによる）手動散布の１つ以上により、繊維シート、コア、または複合
材構造の他の要素に塗布することができる。ポリマ樹脂は、圧力ポットまたはコンテナを
用いて、従来の液体吹き付けヘッドより大幅に低いコストで、繊維シートに容易に吹き付
けることができる。圧力ポットは、プロトタイプおよび小型の部品の少量生産のための低
コスト代替品である。図１Ａは、本開示の実施形態に従った、ポリマ樹脂を吹き付けるた
めの圧力ポットの略図である。圧力ポット１００（例えば、圧力を維持するまたは高め、
流体を加熱することが可能なホット圧力ポットまたは他の加圧容器）は、蓋１１６を有す
る圧力容器１１８を含み、各々は増圧を保持するように構成されている。圧力容器１１８
は、容器１１０の中にある液体ポリマ樹脂１０４を加熱するために温流体（例えば、水）
１０２を中に保持する。容器１１０は、プラスチック袋のような堅いかつ／または弾力を
有する容器を含むことができる。容器１１０は、実質的に不活性な（例えば、ポリマ樹脂
の要素に対して実質的に不活性な）材料で構築することができる。第１のチューブ１１４
は容器１１０に接続して液体形態の樹脂１０４の１つ以上の要素を提供することができ、
第２のチューブ１１２は容器１１０に接続して同じく液体形態の樹脂１０４の１つ以上の
別の要素を提供することができる。
【００４７】
　図１Ｂは、本開示の実施形態に従ってポリマ樹脂およびハードナを混合する前の、図１
Ａの容器の略図である。容器１１０内では、吹き付け前に仕切１０８がポリマ樹脂１０４
Ａとハードナ１０４Ｂとを隔てることができる。第１のチューブ１１４は容器１１０に接
続して液体形態の樹脂１０４Ａを提供することができ、第２のチューブ１１２は容器１１
０に接続して同じく液体形態のハードナ１０４Ｂを提供することができる。仕切１０８を
除去すると、樹脂１０４Ａおよびハードナ１０４Ｂを混合することができる。第１および
第２のチューブ１１２および１１４のうちの１つは、容器１１０を圧力ポット１１８内の
水１０２の中へ設置する前に封止するかまたは圧力源に接続しなければならないが、もう
一方のチューブは、ポリマ樹脂を吹き付けるためのアウトレットとして開放したままにす
ることができる。一実施形態において、温流体は加熱した液体（例えば、水）または気体
（例えば、水蒸気）であることができる。
【００４８】
　図２は、一実施形態に従った図１Ａの圧力ポットのアイソメトリックビューである。圧
力ポット２００は、約９０ｐｓｉの気圧を提供する、空気アウトレットへの空気接続２０
２を含む。圧力ポット２００は、概ね９０ｐｓｉ未満、例えば７０ｐｓｉの圧力で、接続
２０４からポリマ樹脂を吹き付けることができる。一部の実施形態において、圧力ポット



(17) JP 6563009 B2 2019.8.21

10

20

30

40

50

２００は、約１０５ｐｓｉの気圧でポリマ樹脂を吹き付けることができる。一部の実施形
態において、圧力ポット２００または中にあるプラスチック袋のうちの１つ以上は、中に
攪拌成分を含むことができる。攪拌成分は、超音波処理器（例えば、Ｓｏｎｉｃａｔｏｒ
）、かき混ぜ棒、または他の任意の振動または攪拌部材を含むことができる。例えば、圧
力ポット２００は、調整可能な温度制御を有する超音波槽として構成することができる。
【００４９】
　図３は、一実施形態に従った、ポリマ樹脂を収容するプラスチック袋のアイソメトリッ
クビューである。示されるように、プラスチック袋３０２（例えば、容器）はハードナを
含む予備混合されたポリマ樹脂を収容する。プラスチック袋は、中にあるポリマ樹脂を加
熱するために圧力ポット２００の中へ設置することができる。プラスチック袋３０２は、
圧力ポット２００の中へプラスチック袋が設置されたときにポリマ樹脂を出力するための
接続２０４を含む。プラスチック袋は、ポリマ樹脂またはその要素に対して実質的に不活
性なままであるように選択されたプラスチック材料で作ることができる。
【００５０】
　図４は、本開示の実施形態に従った、ポリマ樹脂を吹き付ける方法のフローチャートで
ある。方法４００は、アクト４０２にて樹脂およびハードナを容器内で混合しポリマ樹脂
を形成するステップで開始する。混合は、手または他の工具を用いて室温にて袋を絞るこ
とにより実施することができる。混合は、攪拌部材を用いることにより援助することがで
きる。混合は、第１の熱硬化物（例えば、ポリウレタン）、第２の熱硬化物（例えば、エ
ポキシ）、第ＶＩＩＩ族金属材料（例えば、フェライト）、熱可塑物、フィラー、または
ハードナのうちの１つ以上を混合するステップを含む。
【００５１】
　方法４００は、アクト４０６にて容器を圧力ポットの中へ設置しポリマ樹脂を加温する
ステップを含む。圧力ポットの中の流体温度は、ハードナが硬化開始する温度を下回るも
のであることができる。例えば、水は、ハードナの硬化温度を下回る塗布（例えば、吹き
付け）温度、例えば約５０℃、にて維持することができ、一方、ポリマ樹脂がポリウレタ
ンおよびエポキシの混合物であるとき、ハードナは高温、例えば約７０℃、で硬化開始す
る。ハードナは、エポキシおよびポリウレタンについて同一の温度で類似または同一の硬
化時間を得るように選ぶことができる。この同一または類似の硬化時間により、２つの熱
硬化物（例えば、エポキシおよびポリウレタン）が、長い期間未硬化のままであるポリマ
樹脂中の熱硬化物の１つが原因で硬化工程が延長されることなく、共に硬化完了するのを
可能にすることができる。
【００５２】
　別の実施形態において、ポリマ樹脂がエポキシを含むとき、水は、粘度を低減するため
により高い塗布（例えば、吹き付け）温度、例えば約８０℃～８５℃以下、にて維持する
ことができ、一方エポキシ用ハードナは約９０℃で硬化開始することができる。硬化開始
することなくポリマ樹脂を予熱することにより、ポリマ樹脂の粘度を塗布前に低減するこ
とができ（例えば、約７０℃にて約３００センチポアズ以下まで）、これにより低圧でポ
リマ樹脂を吹き付けることが容易になる。また、樹脂を圧力ポットまたは市販の吹き付け
システムで予熱することにより、ポリマ樹脂の硬化時間を短縮することができるが、これ
は、予熱されたポリマ樹脂がゲル化点に到達するための時間が短くなり、したがって、ポ
リマ樹脂がより短い時間で硬化することができるためである。
【００５３】
　一実施形態において、ポリマ樹脂はポリウレタンおよびエポキシの混合物を含み、ポリ
マ樹脂を実質的に硬化させることなくポリマ樹脂の望ましい粘度を維持するための温度を
選択することができる。一実施形態において、ポリマ樹脂を硬化させることなくポリマ樹
脂を約３００センチポアズ未満の粘度で維持するための温度を選択することができる。圧
力ポットの中の温度は、ポリマ樹脂の粘度を約３００センチポアズ未満で維持するために
、約９０℃以下、例えば約４０℃～約８５℃、約５０℃～約７０℃、約５０℃、約８０℃
、または約６５℃以下、であることができる。
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【００５４】
　方法４００は、アクト４１０にてポリマ樹脂を低圧で吹き付けるステップをも含む。（
低い）圧力は空気アウトレットから提供することができ、概ね９０ｐｓｉである。空気ア
ウトレットからの空気源を用いることにより、特別な圧縮器等は必要とされない。吹き付
け圧は安全のために９０ｐｓｉ未満であることができ、例えば７０ｐｓｉを用いることが
できる。
【００５５】
　ポリマ樹脂を用いて繊維シートの繊維に含浸させることの利点の１つは、低圧を用いて
圧力ポットまたは市販の吹き付けシステムを介し容易に吹き付けることが可能になること
である。ポリマ樹脂は、室温にて高い粘度（例えば、約５０～７０ｍＰａ・ｓ以上）を有
する熱硬化物および室温にて低い粘度（例えば、約４０ｍＰａ・ｓ）を有する熱硬化物の
混合物を含むことができ、また任意選択で、靱性を向上させるための熱可塑物（例えば、
混繊繊維（ｃｏｍｉｎｇｌｅｄ　ｆｉｂｅｒ））、ポリウレタンおよびエポキシの反応を
安定化するための第ＶＩＩＩ族金属材料、および／または収縮率を低減するためのフィラ
ー材料のうちの１つ以上を含むこともできる。ポリマ樹脂混合物は、ポリマ樹脂が低粘度
を有し、上述のように、吹き付け前に圧力ポットの中にあるポリマ樹脂を加温することに
よりその粘度をさらに低減することができるように作ることができる。他に、市販の液体
吹き付けヘッドもポリマ樹脂を吹き付けるために用いることができる。しかし、市販の液
体吹き付けヘッドは、圧力ポットよりもずっと高価である。したがって、圧力ポットを用
いると、ポリマ樹脂を吹き付けるための工具整備コストが著しく低減される。市販の液体
吹き付けヘッドは、大型の部品の大量生産により好適であり用いることができ、また本明
細書に開示されている実施形態のいずれかに用いることができる。
【００５６】
［炭素繊維およびＲＴＭ廃棄物からのリサイクル繊維］
　炭素繊維は、ＴＯＲＡＹ　１ｋ、３ｋ、６ｋ、１２ｋ、２４ｋ、および４８ｋのような
束で供給することができる。炭素繊維は、高温で加熱されるときに共に束ねられるように
、繊維の外側表面上のいくつかの結合剤を含むこともできる。ＲＴＭからの繊維廃棄物は
、生成物の形状または幾何学的配置に応じて、例えば最大約４０％と非常に高いものであ
り得る。繊維廃棄物は、ＲＴＭ操作の前にバージン（例えば、未使用の）繊維シートから
余剰繊維を切断することにより生じ得る。繊維廃棄物は、通常、ＲＴＭからのいかなる樹
脂も有しないシート形態である。余剰または廃棄繊維は、後の使用のためにリサイクルす
ることができる。リサイクル繊維シートは、炭素繊維、ガラス繊維またはプラスチック繊
維のような、任意の型の廃棄繊維から形成することができる。具体的には、廃棄繊維シー
トは３５×３５ｍｍ２のようなより小さな正方形にまず細断することができる。次に、こ
の廃棄繊維シートのより小さな正方形は、微粉砕して束をフィラメントまたは個々の繊維
に分けることができ、これをリサイクル繊維シートに形成することができる。リサイクル
繊維シートは、バージン繊維よりもずっと安価である。
【００５７】
　図５は、本開示の実施形態に従ったリサイクル繊維シートを形成するための簡略化され
た装置を図示するものである。装置５００は、移動ベルト５０６、ホッパー５０２、およ
び２つのローラー５０８Ａ～Ｂを含むことができる。リサイクル繊維から繊維シートを製
作するために、下部に開口部５０４を含むホッパー５０２を通じてフィラメントを移動ベ
ルト５０６に配することができ、ホッパー５０２は開口部５０４を通じて不連続繊維５１
２をベルト５０６上にランダムに配するために振とうすることができる。移動ベルト５０
６は２つのホットローラー５０８Ａ～Ｂを通過して、ランダムに配向した不連続繊維５１
２を含み、また繊維がベルト５０６の移動方向に沿ってわずかに配向しているためにほぼ
準等方であり得る、繊維シート５１０を形成することができる。２つのローラー５０８Ａ
～Ｂは、繊維が繊維の外側表面上の結合材により共に結合するように、例えば約８０℃と
いった高温で加熱することができる。
【００５８】
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　図６は、本開示の実施形態に従った調製後の図５の繊維シート５１０の写真である。繊
維シート５１０は、ポリマ樹脂が繊維を通って流動し複合材積層を形成することができる
ように、図６に示されるようにニードリングして穴６０２を形成することができる。ポリ
マ樹脂は、ランダムに配向した不連続繊維を埋設する。
【００５９】
　複合材積層（例えば、コアの上に単一の層を形成する１つ以上の層）またはスキンを形
成するために複数の繊維シートを用いることができる。図７は、本開示の実施形態に従っ
た、２枚の繊維シート間にメッシュを有する図５の繊維シートの写真である。複数の繊維
シート７００は、図７に示されるように、２つの繊維シート７０４Ａおよび７０４Ｂの間
に設置されたプラスチックのメッシュ７０２を含む。メッシュ７０２は、シート中の不連
続繊維を保つ助けをすることができる。メッシュ７０２は、限定するものではないが、ナ
イロンまたはポリアミドを含むプラスチックで形成することができる。
【００６０】
［複合材サンドイッチを形成するためのポリマ樹脂］
　ポリマ樹脂は、例えばコアの各側面に１つ以上の複合材積層というように少なくとも２
つの複合材積層の間に挟まれたコアを含む複合材構造（「複合材サンドイッチ」）を形成
するのに用いることができる。一部の実施形態において、ポリマ樹脂は第１の熱硬化物お
よび第２の熱硬化物の液体混合物を含むことができ、混合物は繊維シートを含浸して複合
材積層を形成することができ、複合材積層はコアの両端に結合して複合材サンドイッチを
形成することができる。一部の実施形態において、ポリマ樹脂は１つ以上の熱硬化物およ
び１つの熱可塑物の混合物、例えばエポキシまたはポリウレタンおよび混繊熱可塑繊維（
例えば、ＰＥＥＫ繊維）、を含むことができる。ポリマ樹脂は、中に１つ以上のハードナ
を含むことができる。１つ以上のハードナは、ポリウレタンまたはエポキシのうちの１つ
以上が硬化するように作ることができる。一部の実施形態において、ポリマ樹脂はフィラ
ー材料を含むことができる。一部の実施形態において、ポリマ樹脂は少なくとも１つの第
ＶＩＩＩ族金属材料を含むことができる。一部の実施形態において、ポリマ樹脂は、第１
の熱硬化物、第２の熱硬化物、および１つ以上の追加材料、例えば、少なくとも１つのハ
ードナ、少なくとも１つの第ＶＩＩＩ族金属材料、少なくとも１つのフィラー材料または
少なくとも１つの熱可塑物、を含むことができる。一部の実施形態において、ポリマ樹脂
は、ポリウレタンまたはエポキシのような単一の熱硬化物、および１つ以上の追加材料、
例えば、少なくとも第２の熱硬化物、少なくとも１つのハードナ、少なくとも１つの第Ｖ
ＩＩＩ族金属材料、少なくとも１つのフィラー材料、または少なくとも１つの熱可塑物、
を含むことができる。ポリマ樹脂は、圧力ポット１００もしくは２００または市販の吹き
付けシステムを用いて繊維シート５１０に吹き付けることができ、あるいは本明細書に開
示されているように手動で繊維シートに塗布することができる。ポリマ樹脂が流動し、プ
ラスチックチューブで形成することができるコアの端に接触することができるように、繊
維シートをニードリングして穴を形成することができる。
【００６１】
　コアは、「軟質な」コアまたは「硬質な」コアであることができる。「軟質な」コアは
、板紙、カードボード、低密度発泡体等を含むことができる。「硬質な」コアは、プラス
チックチューブ、高密度発泡体、ハニカム等により画定される複数のセルを含むことがで
きる。
【００６２】
　ポリマ樹脂は、複合材積層、例えば本明細書に開示されている複合材積層のいずれか、
を形成するためにも用いることができる。２０１４年６月４日に出願された「Ｃｏｍｐｏ
ｓｉｔｅ　Ｌａｍｉｎａｔｅ　Ｆｒｅｅ　ｏｆ　Ｓｕｒｆａｃｅ　Ｄｅｆｅｃｔｓ」とい
う表題の米国仮特許出願第６２／００７，６５２（代理人整理番号Ｐ２４３７２２．ＵＳ
．０１）は、ピンホールのような表面欠陥が存在しない複合材積層を製作する器具および
方法に関する詳細を開示しており、これを参照により本願に引用して援用する。商業的に
許容できる車両本体の要素は、表面が磨かれた（例えば、光沢のある）表面仕上がりを示
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すことができるように、表面にピンホール、多孔性または他の表面欠陥が実質的に存在し
ないことが要求され得る。本明細書の低コスト技術は、表面欠陥が存在しない複合材要素
を製作するために開発された。
【００６３】
　図８は、本開示の実施形態に従った、飲用ストロで作られた「硬質な」コアを含む複合
材サンドイッチの写真である。複合材サンドイッチ８００は、上部複合材積層８０２また
はスキン、共に束ねられたプラスチック飲用ストロ８０６で形成されたコア、および下部
複合材積層８０４を含む。
【００６４】
　上部複合材積層８０２および下部複合材積層８０４は、ランダムに配向した不連続炭素
繊維を埋設するポリママトリックスを含む。ポリママトリックスは、エポキシおよびポリ
ウレタンの液体混合物を硬化させる間に形成されたエポキシおよびポリウレタン発泡体の
混合物を含む。炭素繊維は、複合材積層８０２および８０４の補強をもたらす。ポリマ樹
脂が任意の繊維補強複合材に用いることができることは、当業者によって理解されるであ
ろう。繊維は、炭素繊維、ガラス繊維、またはプラスチック繊維、例えばポリアミド（Ｐ
Ａ）、ポリ（エチレンテレフタレート）（ＰＥＴ）、ポリプロピレン（ＰＰ）、またはポ
リエチレン（ＰＥ）、であることができる。
【００６５】
　一部の実施形態において、以下により詳細に説明されるように、複合材積層は、ポリマ
マトリックスに埋設された配向または整列した連続繊維を含むこともできる。配向または
整列した連続繊維は、不連続繊維よりも高い性能を有することができ、織成繊維のような
不連続繊維よりも外見的に訴求力が高いが、コストがより高い。配向した連続繊維を含む
積層は、不連続繊維を含む積層のようには伸展しない可能性がある。不連続繊維は、低コ
ストなリサイクル炭素繊維、例えば、ＲＴＭまたは他の源からの廃棄繊維からのリサイク
ル繊維、であることができる。廃棄繊維は、未使用のバージン繊維よりも低コストである
ことができる。
【００６６】
　ポリマ樹脂は、約１３０℃にて約４０秒のゲル化時間を有することができる。ポリマ樹
脂は、約１３０℃にて数分で硬化することができる。硬化時間は、エポキシの供給業者に
よって様々であり得る。例えば、Ｍｏｍｅｎｔｉｖｅの速硬化エポキシＥＰ０５４７５は
、ＤＯＷ　ＣｈｅｍｉｃａｌのエポキシＶｏｒａＦｏｒｃｅ７５００よりも低速に硬化し
得る。具体的には、Ｍｏｍｅｎｔｉｖｅのエポキシは約５分の硬化時間がかかり得、一方
ＤＯＷ　Ｃｈｅｍｉｃａｌのエポキシは約３分以下の硬化時間がかかり得る。ポリマ樹脂
が硬化するとき、ポリウレタンは、ポリマ樹脂中のポリウレタンまたはエポキシに関連し
た水（例えば、凝縮または少量の不純物水）との反応を介して微細発泡体を形成すること
ができる。一部の実施形態において、ポリマ樹脂の中にあるまたは隣接する水または水分
は、硬化工程の熱により（例えば、約１３０℃で）水蒸気に変わることができ、これがポ
リマ樹脂との反応を起こし、よってポリマ樹脂中に発泡体を形成することができる。ポリ
マ樹脂は、硬化の間に収縮し得る。収縮率は、硬化後に測定することができる。ポリマ樹
脂は、硬化後に相対的に低い収縮率、例えば任意の寸法において３％以下、を有すること
ができる。低い収縮率は、寸法的精度および一貫性を有する複合材要素を生産する助けを
する上で望まれる。
【００６７】
　上で説明したように、ポリマ樹脂中のポリウレタンは繊維中の水分と高温にて化学的に
反応し得るため、炭素繊維はポリマ樹脂を塗布する前に乾燥してもよい。一部の実施形態
において、このような発泡を結果的にもたらす化学反応は、望ましくないものであり得る
。
【００６８】
　第１の熱硬化物（例えば、エポキシ）および第２の熱硬化物（例えば、ポリウレタン）
の混合物を含み、硬化したポリマ樹脂またはフィラー材料の靱性（例えば、弾性）を向上
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させるための熱可塑物（例えば、混繊熱可塑繊維）を任意選択で含むポリマ樹脂は、単独
の熱硬化物に対するいくつかの利点を有することができる。上で議論したように、エポキ
シおよびポリウレタンの混合物を含むポリマ樹脂は、プラスチックチューブとよく結合す
ることができ、エポキシ樹脂単独のようにそこから分離（例えば、剥離）しない。混合か
らかつ／または硬化の間に形成される微細発泡体（例えば、ポリウレタン発泡体）は、「
硬質な」コア（例えば、プラスチックチューブ）に非常に良く付着し、複合材積層が「硬
質な」コアから剥離しない。例えば、そのように形成された微細発泡体は、セルの中へ少
なくとも部分的に延在して、またはセルを少なくとも部分的に充填して（例えば、プラス
チックチューブの開放端の中へある距離延在して）「硬質な」コアと強力な機械的結合を
形成することができる。これに対し、複合材積層における従来のエポキシは、その中の発
泡体（例えば、微細発泡体）が欠けているために「硬質な」コアに接着せず、逆に複合材
積層は「硬質な」コアの端から容易に剥離することが見出された。
【００６９】
　加えて、ポリマ樹脂は、Ｂａｙｅｒ　Ｐｒｅｇで用いられるＶＩＴＲＯＸのようなポリ
ウレタンとも異なり得る。例えば、ポリウレタン微細発泡体は水透過性を可能にすること
ができ、エポキシ－よりも軟質であることができる。エポキシおよびポリウレタンの混合
物を含むポリマ樹脂は、複合材サンドイッチに硬質な表面を提供することができ、ポリウ
レタン単独よりも高い耐水性を有することもできる。一部の実施形態において、硬化した
複合材部の表面に水密な特徴を付与するために、より多量のエポキシを用いることができ
る。一部の実施形態において、エポキシの１つ以上の層、またはより大きな体積％のエポ
キシを有するポリマ樹脂は、ポリマ樹脂の１つ以上の側面上に設置して水密な特徴を付与
することができる。
【００７０】
　ポリマ樹脂は、繊維間に負荷を伝達することができる。ある熱硬化物は、もう１つの熱
硬化物よりも良好な負荷伝達能力を有することができる。例えば、エポキシはポリウレタ
ンよりも硬質であり、したがって、ポリウレタンよりも良好な繊維への負荷伝達能力を有
し、そのため２つの熱硬化物（例えば、エポキシおよびポリウレタンの混合物）、任意選
択により熱可塑物（例えば、混繊熱可塑繊維）は向上した機械的性能を有することができ
る。ある熱硬化物は、硬化するともう１つの熱硬化物よりも高い弾性を有することができ
る。例えば、ポリウレタンはエポキシよりも弾性が高く（例えば、エポキシはポリウレタ
ンよりも低圧にて脆性破損（崩壊）を被る）、ポリウレタンを含む部品が破断せずに屈曲
するかまたは曲がることを可能にすることができる。
【００７１】
［複合材サンドイッチ構造］
　上で開示されたポリマ樹脂および繊維は、以下に開示される複合材サンドイッチのよう
な複合材構造を作製するために用いることができる。本明細書の複合材構造で用いるため
に好適な複合材積層は、ポリマ樹脂中で少なくとも部分的に結着した１つ以上の層または
繊維（例えば、繊維シート）を用いて形成することができる。本明細書に開示されている
ポリマ樹脂のいずれかは、本明細書に開示されている複合材積層構造のいずれかを形成す
るために、制限なしで用いることができる。
【００７２】
　図９は、一実施形態に従った複合材サンドイッチを図示するものである。示されるよう
に、複合材サンドイッチ９００は複合材積層の間に挟まれたコア９０６を含むことができ
る。具体的には、複合材サンドイッチ９００は、コア９０６の下部にある２つの複合材積
層９０８Ａ～Ｂおよび上部の複合材積層９０４のような、１つ以上の複合材積層（例えば
、１つ以上の複合材積層の層）を含むことができる。一部の実施形態において、コア９０
６は、対応するセル壁により画定される複数のセルから形成されるような１つ以上の「硬
質な」要素（例えば、飲用ストロまたは他の相当構造のようなプラスチックチューブ）を
含むことができる。コア９０６は、チューブ１および２のような、複数の（例えば、束の
）少なくとも類似的に配向したチューブ状部材（例えば、飲用ストロのようなポリカーボ
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ネートセル）を含むことができる。チューブは、例えば、一体形成（例えば、共に押出ま
たは成形）、接着剤、個々に押出した後に共に結合させるような熱結合（例えば、融解）
、または任意の他の好適な付着手段により、共に結合することができる。チューブは、特
定の熱量を印加すると少なくとも部分的に軟化または融解するように作ることができる。
例えば、チューブは、得られるサンドイッチ構造が成形型の形状に少なくとも部分的に適
合するように、成形型の中にある間に軟化または融解し少なくとも部分的に圧縮するよう
に、作ることができる。圧縮前の各々のチューブの長さは、熱および／または圧力を印加
すると望ましい量の適合性がもたらされるように選択することができる。例えば、チュー
ブの長さまたは高さは、約１００μｍ～約１０ｃｍ、約１ｍｍ～約５ｃｍ、約５ｍｍ～約
３ｃｍ、約２５０μｍ～約１ｃｍ、約１ｃｍ～約５ｃｍ、約１ｍｍ～約５ｍｍ、約５ｍｍ
～約１ｃｍ、約７ｍｍ、または約１ｃｍであることができる。チューブは、実質的に類似
の高さおよび／または直径を示すことができる。例えば、チューブは、約１ｍｍ以上の直
径、例えば約１ｍｍ～約５ｃｍ、約３ｍｍ～約３ｃｍ、約５ｍｍ～約１ｃｍ、約６ｍｍ、
約２ｃｍ未満、または約１ｃｍ未満であることができる。本明細書に記述のセル（例えば
、チューブ）が円形の断面形状を有する一方、その縦軸に沿って見たときに、セルは実質
的に多角形の断面形状（例えば、三角形、長方形、五角形等）、楕円形の断面形状、また
は無定形の形状（例えば、設定パターンを有しないかまたは円形および多角形の組合せ）
を示すことができる。セルは、隣接セル間またはチューブ間の共通壁を有する単一の一体
構造により画定することができる。用語「セル」または「チューブ」が本明細書で使用さ
れているが、セルまたはチューブは、一部の実施形態において１つ以上の閉鎖端を含むこ
とができ、あるいはチューブ状（例えば、円形）以外の構成、例えば多角形（例えば、複
数の閉鎖または開放五角形セル）、または間に接続した側面を有しない構成（例えば、バ
ッフル）、を示すことができる。
【００７３】
　一部の実施形態において、コア９０６は、板紙またはカードボードのような「軟質な」
要素を含むことができる。板紙またはカードボードは、得られるサンドイッチ構造に音減
衰の特性をもたらすことができる。一部の実施形態において、複合材サンドイッチは、例
えばコアの中に、または間に１つ以上の複合材積層を伴って軟質および／または硬質な要
素のコアを交互に有する、軟質および／または硬質な要素の１つ以上の層を含むことがで
きる。一部の実施形態において、複合材サンドイッチは、１つ以上の複合材積層中に（例
えば、９０８Ａおよび９０８Ｂの間に介在する）１つ以上のコア材料を含むことができる
。一部の実施形態において、複合材サンドイッチは、複合材積層の間に１つ以上のコア材
料を含むことができる。
【００７４】
　複合材積層９０４および９０８Ａ～Ｂは、硬化したポリマ樹脂を有する繊維９１０、例
えば、記述のようにランダムに配向した不連続繊維（例えば、図６および７に示される繊
維））、または不連続繊維、で形成することができる。繊維としては、炭素繊維のような
、本明細書に開示されている任意の繊維を含むことができる。
【００７５】
　一部の実施形態において、上部複合材積層９０４は、破線９１４Ａにより示されるよう
に、コア９０６の一端に向かって側面壁９１２の間の各々のセル（例えば、チューブ）の
中へ、例えば中の一点に向かって延在することにより、わずかに刷り込み（例えば、延在
し）得る。下部複合材積層９０８Ａおよび９０８Ｂも、破線９１４Ｂにより示されるよう
に、側面壁９１２の間の各々のチューブ（例えば、チューブ１～８）の対向端に向かって
、例えば中の一点に向かって延在することにより、わずかに刷り込み得る。このような刷
り込みは、コア９０６およびそこに延在する複合材積層層の間に機械的結合をもたらし得
る。積層は、複合材積層を支持する側面壁からの距離のため、各々のチューブの開口部ま
たはセルの中央に隣接して、より大きい程度に刷り込み得る。この複合材積層９０８Ａま
たは９０８Ｂの刷り込みまたは突出は、隣接複合材材料の外部層にそれに対応するくぼみ
を生じさせ得、これが複合材サンドイッチにおける複合材材料の表面に延在し得る。この
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ような現象は、「プリントスルー」と称される。プリントスルーは、側面壁９１２付近よ
りもチューブの開放端部分中心に隣接する方が深いものであり得る。複合材積層９０４な
らびに９０８Ａおよび９０８Ｂは、複合材サンドイッチ９００の１つ以上の部分、例えば
複合材積層９０４、９０８Ａもしくは９０８Ｂ、および／またはノンクリンプファブリッ
ク層、において、表面の沈下またはディボットを結果的にもたらすコア９０６からのプリ
ントスルーを有し得る。一部の実施形態において（図示せず）、ポリマ樹脂は、コア９０
６の中へ、その一側面または両側面から実質的に完全に延在し得る。
【００７６】
　個々の複合材積層層は、繊維を埋設するポリマ樹脂が硬化しているとき、約０．２ｍｍ
以上の厚さであることができる。複合材積層および／またはコアの１つ以上の層を有する
得られる複合材サンドイッチは厚さ約０．４ｍｍ以上、例えば、厚さ約０．４ｍｍ～厚さ
約２０ｃｍ、厚さ約０．６ｍｍ～厚さ約１０ｃｍ、厚さ約２ｍｍ～厚さ約５ｃｍ、厚さ約
５ｍｍ～厚さ約２ｃｍ、厚さ約１ｍｍ、または厚さ約５ｍｍ、であることができる。
【００７７】
　複合材サンドイッチ９００は、複合材積層９０４の上部にノンクリンプファブリック（
「ＮＣＦ」）９０２補強または織布を含むこともできる。ＮＣＦは、一方向連続繊維、ま
たは一部の場合においてランダムに配向した不連続繊維、またはその混合物の２つ以上の
プライまたは層で作ることができる。各々の個々の層は、他の層に対して異なる軸または
異なる角度、例えば、０°および９０°、または他の角度の中では特に４５°、で配向す
ることができる。層の数および各々の層の配向数に応じて、一方向、二軸、三軸またはそ
れ以上の構成は１つのＮＣＦファブリックシステムに組立てることができる。ＮＣＦまた
は織布は、中にポリマ樹脂を含むことができる。ポリマ樹脂は、複合材サンドイッチ９０
０に満足な表面仕上がりをもたらすように構成することができる。一実施形態において、
ＮＣＦ９０２は二軸構成（例えば、０°および９０°の相対的関係を有する繊維）を有す
ることができる。二軸ＮＣＦは二方向性の強度および剛性ならびに柔軟な強度および剛性
を有する。ＮＣＦは、高負荷面において複合材積層単独でよりも大きい引抜負荷または引
張強度をもたらすことができる。ＮＣＦ９０２は、複合材コアからのプリントスルーを低
減することもできる。複合材サンドイッチ９００は、用途の中では特に自動車用フロアの
生産に用いることができる。複合材サンドイッチ９００は、自動車本体（例えば、仕上が
り表面）にも、ＮＣＦ９０２が自動車本体の外側を向くようにして用いることができる。
複合材サンドイッチ９００は、複合材サンドイッチの靱性（例えば、引抜負荷）を増大さ
せるために、別のＮＣＦ（図示せず）を複合材積層９０８Ａ～Ｂの下部に含むこともでき
る。
【００７８】
　図１０は、一実施形態に従った複合材サンドイッチを図示するものである。示されるよ
うに、複合材サンドイッチ１０００は複合材積層の間に挟まれた軽量のコアを含むことが
できる。具体的には、複合材サンドイッチ１０００は、１つ以上の複合材積層を含むこと
ができる。例えば、コア９０６の下部にある２つの複合材積層１００４Ａ～Ｂおよびコア
９０６の上部にある２つの上部複合材積層１００２Ａ～Ｂである。複合材積層１００２Ａ
～Ｂおよび１００４Ａ～Ｂの各々は、硬化したポリマ樹脂と共に繊維９１０、例えば記述
のようにランダムに配向した不連続繊維（例えば、図６および７に示されるもの）または
連続繊維を含む繊維シートまたは繊維メッシュ、から形成することができる。複合材積層
１００２Ａ～Ｂおよび１００４Ａ～Ｂは、コア９０６からのプリントスルーを有する可能
性もある。上部複合材積層１００２Ａおよび１００２Ｂは、破線１０１４Ａにより示され
るように、側面壁９１２の間の各々のチューブ（例えば、チューブ１～８）の一端に向か
って、例えば中の一点に向かって延在することにより、わずかに刷り込み得る。同様に、
下部複合材積層１００４Ａおよび１００４Ｂは、破線１０１４Ｂにより示されるように、
各々のチューブの対向端に向かって、例えば中の一点に向かって延在することにより、わ
ずかに刷り込み得る。積層は、複合材積層を支持する側面壁９１２からの距離のため、各
々のチューブの中央付近により大きい程度に刷り込み得る。一実施形態において、複合材
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サンドイッチ１０００はＮＣＦを含まない可能性があり、そのためＮＣＦを含む複合材サ
ンドイッチ９００よりも低い引抜負荷を有し得る。複合材サンドイッチ１０００は、複合
材サンドイッチ１０００の複合材積層中のランダムに配向した繊維のため、複合材サンド
イッチ９００と同一の外見的訴求力を有しない可能性があるが、車の前後部隔壁を含む要
素を製作するために用いることができる。
【００７９】
　一部の実施形態において、コア９０６は、飲用ストロに類似した複数のチューブ（例え
ば、共通壁を共有する複数の共押出ポリカーボネートチューブを含むユニタリー構造）で
形成することができる。一部の実施形態において、コア９０６は、後に個々に押出され共
に結合される複数のチューブ（例えば、チューブ状セルまたは部材）で形成することがで
きる。コアは、約７０ｋｇ／ｍ３の密度および約７ｍｍのセル高さを有することができる
。コア９０６は約２０ｋｇ／ｍ３以上、例えば、約２０ｋｇ／ｍ３～約１５０ｋｇ／ｍ３

、約４０ｋｇ／ｍ３～約１００ｋｇ／ｍ３、約６０ｋｇ／ｍ３～約８０ｋｇ／ｍ３、また
は約６５ｋｇ／ｍ３～約７５ｋｇ／ｍ３、の密度を有することができる。コアは、約１０
０μｍ～約１０ｃｍ、約１ｍｍ～約５ｃｍ、約５ｍｍ～約３ｃｍ、約２５０μｍ～約１ｃ
ｍ、約１ｃｍ～約５ｃｍ、約１ｍｍ～約５ｍｍ、約５ｍｍ～約１ｃｍ、約７ｍｍ、または
約１ｃｍの初期セル高さを有することができる。ポリカーボネート、ポリエチレン、ポリ
プロピレン、または他のプラスチックをコアに用いることで、コアに引張を印加したとき
の引き裂きに対する耐性を、カードボードまたは板紙に見出される耐性よりも大きくする
ことができる。例えば、コアは、複数の一体的に形成されたポリカーボネートチューブ（
例えば、複数の共に結着した開放端構造）を含むことができ、成形型の中で引張、熱、お
よび／または圧力を印加したときに、集合的に曲がるかそうでなければ１つ以上の領域で
変形することができるが、一方カードボードは同一条件下で裂ける可能性がある。一部の
実施形態において、コアは、成形型の幾何学的配置およびコアを含む部品の望ましい仕上
がり寸法に応じて、その中の１つ以上の領域中で曲がり、圧縮し、または伸展することが
できる。
【００８０】
　一部の実施形態において、コアは完全に圧縮し固体を形成することも部分的に圧縮しコ
ア高さを低減することもできる。圧縮されたコア高さは、初期コア高さの約１５％以上、
例えば、初期コア高さの約１５％～約９０％、約２５％～約７５％、約４０％～約６０％
、約１５％～約５０％、または約１５％、であることができる。複合材積層の数は、例え
ばその中に異なる層または材料を有することにより、複合材サンドイッチの上部および下
部にて様々であり得ることは理解されるであろう。コアの寸法および密度は、例えば、そ
の１つ以上の領域でより多くのセル（例えば、チューブ）を有すること、その１つ以上の
領域で隣接する領域よりも大きなまたは小さな直径のセルを有すること、隣接する領域中
のチューブとは異なる（例えば、小さなまたは大きな）壁厚さを有するチューブを含む１
つ以上の領域を有すること、または先述のいずれかの組合せといったことで、様々であり
得る。繊維シートまたはＮＣＦの重量は様々であり得る。
【００８１】
　ランダムに配向した不連続繊維を用いて形成された補強炭素繊維（ＲＣＦ）シートまた
はパイル（例えば、９０８Ａ、９０８Ｂ、９０４、１００２Ａ、１００２Ｂ、１００４Ａ
、１００４Ｂ）の１つ以上は約１５０ｇ／ｍ２以上、例えば、約１５０ｇ／ｍ２～約５０
０ｇ／ｍ２、約１７５ｇ／ｍ２～約３５０ｇ／ｍ２、約２００ｇ／ｍ２、または約３００
ｇ／ｍ２、の質量または重量を有することができる。ＲＣＦシート中の炭素繊維は、リサ
イクル繊維またはバージン繊維であることができる。ＲＣＦは廃棄繊維、例えば、乾燥Ｎ
ＣＦ廃棄物、乾燥樹脂移送成形（ＲＴＭ）廃棄物、または他の残り物の乾燥繊維、を含む
ことができる。例えば、ＴｏｒａｙのＴ７００　６０Ｅ炭素繊維は、乾燥ＮＣＦ廃棄物か
ら３５ｍｍ繊維に切断し、次に約２００ｇ／ｍ２の面密度を有するランダムに配向した不
連続繊維に形成することができる。ＮＣＦの追加層は、複合材をさらに強化するために約
３００ｇ／ｍ２の質量または重量を有することができる。
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【００８２】
　図１１は、複合材サンドイッチ、金属インサートから形成されＮＣＦで補強された一要
素の、一実施形態における横断面図である。示されるように、要素１１００は、１つ以上
の上部複合材積層１１０４および１つ以上の下部複合材積層１１０８の間に、複合材コア
１１０６を含むことができる。複合材積層１１０４および１００８の各々は、硬化したポ
リマ樹脂と共に繊維、例えば記述のようにランダムに配向した不連続繊維（例えば、図６
および７に示されるもの）または連続繊維を含む繊維シートまたは繊維メッシュ、から形
成することができる。要素１１００は、コア１１０６、および複合材積層１１０８のよう
な１つ以上の複合材積層の間に、金属インサート１１１４を含むことができる。金属イン
サート１１１４は、非傾斜領域１１１８のような、複合材サンドイッチの層に並行に延在
する１つ以上の表面を含むことができる。金属インサート１１１４は、傾斜領域１１１６
のような、複合材サンドイッチの層に非並行に延在する１つ以上の表面を含むことができ
る。一部の実施形態において、インサートはポリマまたはセラミックのような非金属であ
ることができる。一部の実施形態において、上部または下部の複合材積層のうちの１つ以
上が複合材積層および／またはＮＣＦの１つ以上の層を含むことができる。
【００８３】
　複合材コア１１０６は、金属インサート１１１４の形状に少なくとも部分的に合致する
ために、金属インサート１１１４の周りで部分的に圧縮することも完全に圧縮することも
できる。複合材コア１１０６は、非圧縮部分１１０６Ａ、部分圧縮移行部分１１０６Ｂ、
および金属インサート１１１４を囲む完全圧縮（例えば、固体の）部分１１０６Ｃのうち
の１つ以上を含むことができる。部分圧縮移行部分１１０６Ｂは、金属インサート１１１
４の傾斜領域１１１８に沿って、完全圧縮部分１１０６Ｃおよび移行部分１１０６Ｂの間
に位置付けることができる。一部の実施形態において、金属インサートは、限定するもの
ではないが、アルミニウム、チタン、マグネシウム、このうちの１つ以上を含む合金、ま
たは先述のいずれかの組合せのような軽量金属を含むことができる。完全圧縮部分１１０
６Ｃは、非傾斜領域１１１８の上に位置することができる。
【００８４】
　要素１１００は、上部複合材積層１１０４の上部にＮＣＦ１１０２を含むこともできる
。ＮＣＦ１１０２は、図１１に示されるように、複合材積層の平面に対して実質的に平行
（Ｙ軸に沿って）であり要素１１００の断面（Ｘ－Ｚ平面）に対して実質的に垂直である
方向にて、より大きな引抜負荷をもたらすことができる。
【００８５】
　ＮＣＦを含む複合材サンドイッチは、図９および１１に示されるような複合材サンドイ
ッチが自動車の座席台に用いられことを可能にするための十分な強度をもたらすことがで
きる。座席台は、複合材に高い引抜負荷を有することを要し得る。座席台が、複合材積層
の少なくとも１つの上部（例えば、最も外側）に、または上部複合材積層および下部複合
材積層の両方にＮＣＦを含む複合材サンドイッチで形成される場合、ＮＣＦはシートベル
トが座席台から引き抜かれるのを防ぐ助けをすることができる。例えば、車が突然停止し
たとき、シートベルトは突然引かれ、よって座席台に引抜負荷が印加され得るが、これは
複合材積層を通じて引かれるものであり得る。ＮＣＦを添加することにより引抜負荷が増
大し、シートベルトが座席台の複合材積層から引き抜かれないように、より多くの支持を
もたらすことができる。
【００８６】
　図１２は、本開示の実施形態に従った複合材積層構造を形成する方法のフローチャート
である。方法１２００は、アクト１２０２でポリマ樹脂を混合するステップを含むことが
できる。ポリマ樹脂は、本明細書に開示されている任意のポリマ樹脂を含むことができる
。例えば、ポリマ樹脂はポリウレタンおよびエポキシを含むことができ、このエポキシは
ポリウレタンより高い負荷伝達能力を有する。一実施形態において、ポリマ樹脂は、本明
細書に開示されている実施形態のうちのいずれかに従った、エポキシ、ポリウレタン、熱
可塑物、ハードナ、フィラー材料、または第ＶＩＩＩ族金属材料のうちの１つ以上を含む
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ことができる。
【００８７】
　ポリマ樹脂を混合するステップは、その場でまたはポリマ樹脂を塗布する前にポリマ樹
脂を混合することを含むことができる。例えば、その場でポリマ樹脂を混合するステップ
は、ポリマ樹脂の第１の要素（例えば、ポリウレタン）を、スタック中の繊維シートのよ
うな複合材積層構造の前駆体要素に塗布することによりポリマ樹脂を混合することと、少
なくとも１つのポリマ樹脂の第２の要素（例えば、エポキシ、ハードナ、フィラー、第Ｖ
ＩＩＩ族金属、および／または熱可塑物）を複合材積層構造の同一の前駆体要素または異
なる前駆体要素（例えば、スタック中の第２の繊維シート）に塗布することと、第１の要
素および少なくとも１つの第２の要素を互いに接触させることとを含むことができる。一
実施形態において、第１の要素および少なくとも１つの第２の要素を互いに接触させるこ
とは、ポリマ樹脂の第１および少なくとも１つの第２の要素が互いに接触するように、第
１の要素および少なくとも１つの第２の要素を有する隣接繊維シートを加圧することを含
むことができる。一実施形態において、ポリマ樹脂の第１の要素（例えば、ポリウレタン
）を塗布することと、ポリマ樹脂の少なくとも１つの第２の要素（例えば、エポキシおよ
び／または熱可塑物）を複合材積層構造の同一の要素または異なる要素に塗布することと
、第１の要素および少なくとも１つの第２の要素を互いに接触させることとは、第１の要
素および少なくとも１つの第２の要素を、例えば直接隣接する層において、互いに直接接
触させる（例えば、炭素繊維シート同士を接触させる）ことを含むことができる。このよ
うな塗布は、手動散布または吹き付けであり得る。例えば、第１の要素はコアブランクに
隣接する側面の炭素繊維シートに塗布することができ、第２の要素は繊維シートの対向側
面に塗布することができる。
【００８８】
　塗布の前にポリマ樹脂を混合するステップは、本明細書に開示されている方法（例えば
、袋、圧力ポット、容器、または市販の吹き付けシステムでの混合）を含むことができる
。得られる構造は、ポリマ樹脂の第１の要素の層と、ポリマ樹脂の少なくとも１つの第２
の要素と、ポリマ樹脂の第１および少なくとも１つの第２の要素の混合物の介在層とを有
する、層状または偽層状のポリマ樹脂混合物を含むことができる。例えば、各々の層は、
得られる硬化した部品中の層を収容するポリマ樹脂の高さの約３分の１であることができ
る。一実施形態において、各々の単一のポリマ要素層は、ポリマ樹脂をその中に含む複合
材積層構造の部分の断面厚さの約４０％未満であることができる。一部の実施形態におい
て、ポリマ樹脂の第１および少なくとも１つの第２の要素は、このようなアクトにより作
製された複合材積層構造が実質的に均質な硬化したポリマ樹脂を示すように、実質的に完
全に混ざることができる。方法１２００は、ポリマ樹脂を塗布温度にて加熱および維持す
るアクト１２０４を含むことができる。塗布温度は、選択された粘度をポリマ樹脂にもた
らすように構成された温度、例えば低圧吹き付けに好適な粘度をポリマ樹脂にもたらすよ
うに選択された温度、を含むことができる。一実施形態において、塗布温度は、周囲温度
とポリマ樹脂の一要素（例えば、エポキシ、ハードナ、またはポリマのうちの１つ以上）
の硬化温度の間であることができる。熱可塑物を含むポリマ樹脂の場合、塗布温度は熱可
塑物の融解温度超であり得る。一部の実施形態において、塗布温度は約１００℃未満、例
えば、約９０℃未満、約４０℃～約８５℃、約５０℃～約７０℃、約５０℃、約８０℃、
約７５℃～約８５℃、または約６５℃、であり得る。
【００８９】
　方法１２００は、ポリマ樹脂を繊維シート（例えば、炭素繊維シート）またはコアに塗
布するアクト１２０６を含むことができる。ポリマ樹脂を繊維シートまたはコアに塗布す
るステップは、ポリマ樹脂を繊維シートおよび／または成形型に９０ｐｓｉ未満の圧力に
て吹き付けることを含むことができる。一実施形態において、ポリマ樹脂を約９０ｐｓｉ
未満の圧力にて吹き付けることは、ポリマ樹脂を約７０ｐｓｉ未満の圧力で吹き付けるこ
とを含むことができる。一実施形態において、ポリマ樹脂を塗布するステップは、ポリマ
樹脂を繊維シート、コア、または複合材積層構造の任意の他の要素のうちの１つ以上に手
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動で散布することを含むことができる。ポリマ樹脂を手動で散布することは、こて、ブラ
シ、またはスパチュラのような工具を用いてポリマ樹脂を手動で散布することを含むこと
ができる。一実施形態において、ポリマ樹脂を手動で塗布することは、ポリマ樹脂を運ぶ
ローラー、例えばポリマ樹脂を少なくとも部分的に浸したローラー、を用いて少なくとも
１つの繊維シートまたはコアにポリマ樹脂を伸ばすことにより、ポリマ樹脂を手動で散布
することを含むことができる。
【００９０】
　一実施形態において、ポリマ樹脂を塗布する（例えば、吹き付ける）ステップは、２つ
以上の層、または２つ以上のポリマ樹脂を、１つの繊維シートまたは複数の繊維シート（
例えば、別々の繊維シート）に塗布することを含むことができる。例えば、ポリマ樹脂を
繊維シートに塗布するステップは、第１のポリマ樹脂を第１の炭素繊維シートに塗布する
ことと、第２のポリマ樹脂を第２の炭素繊維シートに塗布することとを含むことができる
。
【００９１】
　方法１２００は、セルの開放端にまたがって延在する炭素繊維シートを複数のセル上に
位置付ける、アクト１２０８を含むことができる。セルは、複数のポリカーボネートチュ
ーブにより少なくとも部分的に画定されるように、本明細書に開示されている任意のセル
（例えば、チューブ）に類似または全く同じであることができる。炭素繊維シートを位置
付けるステップは、コアの対向側面にある２つの炭素繊維シートのような、２つ以上の炭
素繊維シートを位置付けることを含むことができる。一実施形態において、炭素繊維シー
トを位置付けるステップは、炭素繊維シートを成形型中に位置付けることおよびそれに隣
接するコアを（例えば、炭素繊維シートの上部または下に）位置付けることを含むことが
できる。
【００９２】
　方法１２００は、例えば約１０分未満で、炭素繊維シートに塗布されたポリマ樹脂を硬
化させるアクト１２１０を含むことができる。一部の実施形態において、ポリマ樹脂を硬
化させるステップは、アクト１２０８に従った位置付けの後に実行することができる。一
実施形態において、ポリマ樹脂を硬化させるステップは、ポリマ樹脂、複合材積層、また
は複合材サンドイッチを、例えば成形型、窯、またはオーブンで、加熱することを含むこ
とができる。ポリマ樹脂の加熱は、約１１０℃以上、例えば、約１２０℃～約２００℃、
約１３０℃～約１８０℃、約１４０℃～約１６０℃、約１２０℃、約１３０℃、約１４０
℃、または約１６０℃、で実行することができる。一部の実施形態において、ポリマ樹脂
の加熱は、本明細書に開示されている任意の好適な硬化時間で実行することができる。
【００９３】
　一部の実施形態において、方法１２００は硬化前に、複数の密集したポリカーボネート
チューブのような、本明細書に開示されている任意のコア用材料または構成を含むコア上
に、炭素繊維シートを位置付けるステップを含むことができる。一部の実施形態において
、方法１２００は、炭素繊維シート、ポリマ樹脂もしくはその要素、またはコアのうちの
１つ以上を成形型の中に配するステップと、圧力を印加して成形型を少なくとも部分的に
閉じ、成形型の形状を有する複合材積層構造を形成しかつ／または少なくとも部分的にコ
アを押し縮めるステップとを含むことができる。一実施形態において、ポリマ樹脂、炭素
繊維シート、またはコアのうちの１つ以上を少なくとも部分的に加熱するために、熱を同
時に印加することができる。例えば、コアは加圧の間に熱を印加するとよりしなやかにな
ることができ、そのためコアは少なくとも部分的に軟化または融解し、一方では圧縮して
成形型の形状への適合性が増大する。ポリマ樹脂は、成形型中で熱を印加すると少なくと
も硬化開始することができる。
【００９４】
　図１３は、本開示の実施形態に従った、複合材積層構造を形成する方法のフローチャー
トである。方法１３００はアクト１３０２において、第１の繊維シート、コア、および第
２の繊維シートのスタック（例えば、複合材積層前駆体アセンブリ）を成形型の中に配す
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るステップを含むことができる。例えば、各々の繊維シートは、共に結着した１つ、２つ
、またはそれ以上の個々の繊維シートを含むことができる。一実施形態において、第１の
繊維シート、コア、および第２の繊維シートを成形型の中に配するステップは、１つ以上
の繊維シートをポリマ樹脂に含浸させることを含むことができる。一実施形態において、
第１および第２の繊維シートの各々は、成形型の中に配する前または後にポリマ樹脂を各
々の繊維シートに吹き付けおよび／または手動で散布することにより、ポリマ樹脂または
その要素を含浸させることができる。ポリマ樹脂は、本明細書に開示されている任意のポ
リマ樹脂を含むことができる。一実施形態において、異なる複合材積層（例えば、異なる
繊維シートの層）は、隣接複合材積層と同一または異なるポリマ樹脂を含むことができる
。例えば、一実施形態において、成形型キャビティに隣接する複合材積層は、得られる複
合材サンドイッチに水密な特性を付与するために、その中により多量のエポキシ（または
エポキシのみ）を有するポリマ樹脂を含むことができる。一実施形態において、１つ以上
の複合材積層は、難燃性を有するポリマ樹脂（例えば、フェノール系エポキシ）を含むこ
とができる。一実施形態において、コアに最も近い１つ以上の複合材積層は、ポリマ樹脂
およびコアの間に望ましい量の結合をもたらすために、その中により多量のポリウレタン
（またはポリウレタンのみ）を有するポリマ樹脂を含むことができる。
【００９５】
　一実施形態において、方法１３００は、ポリマ樹脂を少なくとも１つの炭素繊維シート
に、例えば吹き付けまたは手動散布により、塗布するステップを含むことができる。一実
施形態において、ポリマ樹脂を塗布するステップは、少なくとも１つの繊維シートに約９
０ｐｓｉ未満の圧力にて実行することができる。一実施形態において、ポリマ樹脂を少な
くとも１つの繊維シートに塗布（例えば、吹き付けまたは手動散布）するステップは、ポ
リマ樹脂を第１の炭素繊維シートおよび１つ以上の追加の炭素繊維シートに塗布すること
を含むことができる。一実施形態において、方法は１つ以上の炭素繊維シートをコア上に
、例えばコアの同一側面（例えば、層状構成）および／または対向側面に、位置付けるス
テップを含むことができる。例えば、方法はポリマ樹脂を第１の炭素繊維シートおよび第
２の炭素繊維シートに、例えばポリマ樹脂を繊維シートに少なくとも部分的に含浸させる
ために、塗布するステップを含むことができる。方法は、第１の炭素繊維シートをコアの
開放端に隣接するコアの第１の側面に、第２の炭素繊維シートを第１の側面に対向するコ
アの第２の側面に、位置付けるステップをさらに含むことができる。このような位置付け
は、ポリマ樹脂を炭素繊維シートに少なくとも部分的に含浸させる前または後に実行する
ことができる。一実施形態において、第２の炭素繊維シートは、第１の炭素繊維シートの
上部に位置付けることができる。一実施形態において、第１の炭素繊維シートおよび／ま
たは第２の炭素繊維シートは、ランダムに配向した不連続繊維、連続繊維、または炭素繊
維ＮＣＦを含むことができる。
【００９６】
　樹脂を調製および塗布する（例えば、吹き付ける）方法は、上に開示されたポリマ樹脂
を調製および吹き付けをする方法に類似または全く同じであることができる。ポリマ樹脂
、ポリマ調製、および／または塗布（例えば、吹き付け）方法は、例えば樹脂トランスフ
ァ成形において、ポリマ樹脂を成形型の中へ流動させ繊維に含浸させるために要する圧力
を著しく低減することができる。一部の実施形態において、コアは、例えば互いに結合す
る複数のポリカーボネートチューブのようなチューブを含み第１の開放端および第２の開
放端を有する、「硬質な」コアであることができる。成形型キャビティは、下側の成形型
部分および上側の成形型部分から形成することができる。一部の実施形態において、コア
は「軟質な」コアであることができる。
【００９７】
　方法１３００はアクト１３０４にて、ＮＣＦまたは織布を、成形型の中にある第１の繊
維シートおよび第２の繊維シートのうちの１つの上に配するステップを含むこともできる
。ＮＣＦは、複合材を強化することができる。ＮＣＦは、複合材コアからのプリントスル
ーを低減することもできる。ＮＣＦは、積層表面品質をさらに向上させ美観を強化するこ
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とができる。
【００９８】
　方法１３００はアクト１３０６にて、成形型を閉じるステップをさらに含むことができ
る。成形型を閉じるステップは、例えば中の１つ以上の要素を圧縮するために、外圧を成
形型に印加することを含むことができる。方法１３００はアクト１３０８にて、成形型の
キャビティを真空処理するステップを任意選択で含むこともできる。例えば、複合材積層
が不連続繊維で形成されているときは、ランダムに配向した不連続繊維中に溜まった空気
を除去するために成形型を真空処理することが望まれ得る。これに対し、連続繊維は不連
続繊維ほどには空気をためない可能性があり、そのため複合材積層が連続繊維で形成され
ているときは、成形型を真空処理するステップは必要ではない可能性がある。方法１３０
０はアクト１３１０にて、複合材要素を形成するためにポリマ樹脂を硬化させるステップ
を含むこともできる。ポリマ樹脂を硬化させるステップは、ポリマ樹脂を中および上に有
し成形型の中または外部にポリマ樹脂を収容する繊維シート（例えば、スタックのような
少なくとも部分的に形成された複合材積層またはその前駆体）を、約１１０℃以上、例え
ば、約１２０℃～約２００℃、約１３０℃～約１８０℃、約１４０℃～約１６０℃、約１
２０℃、約１３０℃、約１４０℃、または約１６０℃、に加熱することを含むことができ
る。ポリマ樹脂を硬化させるステップは約４０秒以上、例えば、約４０秒～約１日、約１
分～約１２時間、約９０秒～約８時間、約２分～約４時間、約４０秒～約１０分、約１分
～約８分、約９０秒～約５分、約３分、約６分以下、または約８分以下、の持続時間で行
うことができる。一実施形態において、ポリマ樹脂を加熱／硬化させるステップは、成形
型の中で部分的に実行することができ、次に異なる場所（例えば、オーブンまたは窯）で
完了させることができる。得られる硬化した複合材要素は、成形型により決定される任意
の形状を有することができる。
【００９９】
　一部の実施形態において、複合材サンドイッチは、例えば１つ以上の複合材積層層によ
り分割される２つ以上のコアを有するというように、１つ以上のコアを含むことができる
。例えば、複合材サンドイッチは、結合した円形のプラスチックチューブでできた「硬質
な」コアおよびその一方の側面にある複合材積層を含むことができる。複合材サンドイッ
チは、第１の「硬質な」コア上にある複合材積層層に隣接する、板紙でできた追加の「軟
質な」コアを含むことができる。軟質なコアは、硬質なコアの対向側面に少なくとももう
１つの複合材積層層を含むことができる。このような実施形態においては、望ましい靱性
（例えば、弾性および／または硬度）および音減衰を達成することができる。一部の実施
形態において、複合材サンドイッチは、１つ以上の異なるまたは全く同じポリマ樹脂をそ
の中にそれぞれに含む１つ以上の繊維シートを有する１つ以上の複合材積層層を含むこと
ができる。例えば、一実施形態において、複合材サンドイッチはその上に炭素繊維シート
を有するコアを含むことができ、炭素繊維シートはポリウレタンポリマ樹脂を含むことが
でき、炭素繊維シートはその中にエポキシを有する別の炭素繊維シートに隣接することが
できる。このような実施形態において、ポリウレタンは、成形型の中にあるスタックに、
隣接層のエポキシとは別に塗布することができる。得られる複合材積層構造は、望ましい
エネルギ吸収、破損プロファイル、耐水性、および／または音吸収を示すことができる。
【０１００】
　一実施形態において、第１の繊維シート、コア、および第２の繊維シートのスタックを
成形型の中に配するステップと、ポリマ樹脂を約９０ｐｓｉ未満の圧力にて吹き付けるス
テップは、粉末フィラー材料を成形型の中へ吹き付けること、第１の繊維シートをその上
に設置すること、第１のポリマ樹脂（例えば、エポキシ）を第１の炭素繊維シートに吹き
付けること、第２の炭素繊維シートを第１の炭素繊維シート上に設置すること、第２のポ
リマ樹脂（例えば、ポリウレタン）を第２の炭素繊維シートに吹き付けること、およびコ
アを第２の炭素繊維シートに接触させるように設置することを含むことができる。スタッ
クは、コア上に第２の炭素繊維シート、その上に第２のポリマ樹脂、その上に第１の炭素
繊維シート、その上に第１のポリマ樹脂の層状組成物を有することができる。同一のまた
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は異なる構成を、コアの対向側面に配することができる。ポリマ樹脂、炭素繊維シート、
および／またはコアは、本明細書に開示されている任意のポリマ樹脂、炭素繊維シート、
またはコアに類似または全く同じであることができる。一部の実施形態において、フィラ
ー材料は、複合材積層の任意の部分を配する前に、成形型上に配することができる。例え
ば、フィラー材料の薄層は、炭素繊維シートを設置する前に成形型に吹き付けることがで
きる。フィラー材料は、ポリマ材料の中へ組み込んでから（その表面に）吹き付けること
ができ、複合材積層のバルク機械的性質を弱めることなく、少なくとも複合材積層の表面
の収縮率を低減するのに役立つことができる。
【０１０１】
　本明細書に開示されている複合材サンドイッチは、良好な音吸収、良好な断熱性、高い
曲げ剛性、高いエネルギ吸収、および軽量を有することができる。複合材サンドイッチは
、自動車産業（例えば、シャーシ、車用フード、車用本体部品等）、他の車両（例えば、
トラック）、農業設備、自転車、衛星用途、航空宇宙用途、構築材料（例えば、建築材料
等）、消費者製品（例えば、特に家具、便座、および電気製品）を含む様々な用途で用い
ることができる。
【０１０２】
　いくつかの実施形態を記載したが、本発明の趣旨から逸脱することなく様々な変更、代
替的構築、および相当物が用いられ得ることは、当業者によって認識されるであろう。加
えて、複数の周知の工程および成分は、本発明を不必要に不明瞭にすることを避けるため
に記載されていない。したがって、上の記載は本発明の範囲を限定するものと解釈すべき
ではない。
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